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はじめに
グローバル化が進展する現代社会において、英語を

はじめとする外国語運用能力の育成は大学教育におけ

る重要な課題である。母語以外の言語を学ぶことは、

単なるコミュニケーション手段の獲得のみならず、思

考を広げ、異文化理解を深め、そして価値観の多様性

を尊重する態度を育むことにもつながるからである。

高知大学においても、全学共通教育における語学教育

の質保証を重視し、卒業後に国内外で活躍できる人材

の育成を目ざしている。特に英語は、使用人口の多さ

に加え、インターネット上で最も利用される言語であ

り、加えて国際社会において最も影響力を有する言語

の一つであるとされる（文部科学省、2021）。したがっ

て、学術交流、海外留学、さらには将来のキャリア形

成において求められる実践的な英語力、とりわけ日本

人学習者が苦手と感じるスピーキング能力の育成は、

大学教育における喫緊の課題であると考えられる。

日本人英語学習者にとって「話すこと」はしばしば

大きな心理的ハードルとなっており、多くの研究が外

国語不安（Horwitz et al., 1986）としてその要因を報

告している。特に、日本人学習者は単なる語学力不足では

なく、文化的背景や教室文化に起因する要因によるもので

あると説明されている（Cutrone, 2009 ; Ohata, 2005）。

本課題を踏まえ、2024年度に全学部の１年生を対象

として、AI を活用したオンライン英語スピーキング

テスト（PROGOS®）を実施した。同テストは、日本

で最も年間受験者数の多い英語スピーキングテストで

あり、インタビュー、音読、プレゼンテーション、グ

ラフ・図を用いたプレゼンテーション、ロールプレイ

の５つのテスト項目で構成されており、試験時間は20

分程度である（PROGOS for English Speaking、2021）。

また、表現の幅（Range）、正確さ（Accuracy）、流暢さ

（Fluency）、やりとり（Interaction）、一貫性（Coherence）、

音韻（Phonology）の６指標に基づいて即時に評価さ

れ、フィードバックが提供される（同上）。テスト後に

は学生の英語スピーキングに対する意識や AI ツール

に関する認識を把握するためのアンケート調査を実施

し、得られた知見を学習支援に活用した。近年、教育

現場における AI ツールの導入は急速に進展してお

り、AI ツールを活用した学習支援が、学習者に安心感

を与えつつ実践的な会話練習を可能にする新たなアプ

ローチとして注目されている。AI を活用した語学教

育に関する研究は年々増加しており、対話型 AI を用

いた学習支援の有効性も実証的に報告されている

（Jeon & Lee, 2024）。近年では、ChatGPT などの生成
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AI は、学習者にとって即時的かつ個別化された学習

支援を提供できる点で注目されている（Wang & Fan,

2025）。

本論は、2024年度に実施したスピーキングテスト後

のアンケート結果をもとに、学生の英語スピーキング

に対する意識や学習意欲を明らかにするとともに、

ChatGPT、DeepL、Grammarly などの AI ツールの活

用実態および今後の活用可能性を検討するものであ

る。その成果を通じて、初年次教育における効果的な

支援の在り方を提案し、学生の自律的学習態度の醸成

に寄与することを目的とする。大学１年生といった初

年次教育の段階で、大規模に AI 活用の実態や学習者

意識を調査した研究は貴重であると言える。加えて、

AI によるスピーキングテスト後の調査を通じて、AI

ツール利用の可能性を検討する点に独自性がある。

１．アンケート調査の概要
1.1 調査対象、実施時期および方法

本調査の対象は、2024年度前期に高知大学に在籍し、

オンラインスピーキングテスト（PROGOS®）を受験

した全学部の１年生のうち、アンケートに回答した学

生626名である。学部別の内訳は、人文社会科学部194

名、教育学部90名、理工学部117名、医学部61名、農林

海洋科学部115名、地域協働学部49名となる。本調査

結果は、学生の英語学習支援体制の見直し、および初

年次教育における自律学習促進の基礎資料として活用

することを意図している。

アンケートの実施期間は、2024年６月25日から７月

19日である。調査は Microsoft Forms を用いて無記名

形式で行われ、学生がオンライン上で自由に回答でき

る形式で配信された。

1.2 アンケート項目内容

アンケートは全９項目で構成され、Ｑ１～Ｑ３は英

語スピーキングに関して、Ｑ４～Ｑ９は AI ツールに

関する内容となっている（表１参照）。

２．アンケート調査の結果と考察
本章では、アンケートの集計結果を（１）英語スピーキ

ングに関する自信と意欲、（２）AI ツールの活用実態と希

望、の２つの視点から結果と考察を報告する。各質問への

結果では、人数分布と割合分布を示している。

2.1 英語スピーキングに関する自信と意欲

質問（Ｑ１～Ｑ３）への回答は、すべて選択式の６

件法（「とてもそう思う」「そう思う」「どちらかという

とそう思う」「どちらかというとそう思わない」「そう

思わない」「全くそう思わない」）によって回答を得た。

2.1.1 質問項目１（あなたは「英語を話すこと」は好

きである）の結果

質問項目１の結果は、肯定的回答が44.9%、否定的回答

が55.1% と否定的回答がやや上回った（図１・２参照）。こ

の結果から、多くの学生にとって「英語を話すこと」に対

する心理的ハードルが存在していることが明らかになっ

た。特に「全くそう思わない」と回答した学生が19％に達

している点は注目すべきである。こうした苦手意識や

不安感は、学習意欲や自己効力感の低下につながる可

能性があるため、今後の教育実践においては「英語を

話すこと」を肯定的に捉え、自信を高められるような

学習環境づくりが重要であると考えられる。
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2.1.2 質問項目２（あなたは「英語を話すこと」に自

信がある）の結果

肯定的回答が10.4%、否定的回答が89.6% と否定的

回答が９割近くを占めていた（図３・４参照）。この結

果は想定以上に、「話すこと」への自信を持つことがで

きない学生が多くいることを明らかにしている。ただ

し、当該アンケートがスピーキングテスト後に実施さ

れたことによる影響も考慮する必要がある。多くの学

生が英語を話すことに対して自信を持てていない現状

は、自己効力感理論（Bandura, 1997）の観点から考え

ると、過去に十分な成功体験を得られていない学生は

「自分には英語をうまく話す能力がない」という低い

自己効力感を抱きやすく、それが自信の欠如として表

れていると考えられる。また、Horwitz et al.（1986）

が指摘する外国語不安（Foreign Language Anxiety）

とも関連しており、間違えることへの恐れや他者から

の評価への過度な意識が、自信の低さに拍車をかけて

いる可能性がある。

2.1.3 質問項目３（あなたは「英語で話す力」をもっ

とつけたい）の結果

肯定的回答が90.9%、否定的回答が9.1% であった

（図５・６参照）。質問項目２の回答を考慮すると、自

信はないが、回答者の大部分が「英語で話す力」をもっ

とつけたいと考えているという結果が示された。現在

の自己効力感は低くても、将来的に能力を高めたいと

いう強い動機づけを有していることを示している。ま

た、この傾向は、学習者が自らの課題を自覚しつつも、

克服への意欲を持っている点で重要であると言える。

教育的示唆としては、こうした「自信はないが伸ばし

たい」という学習者のニーズに応える形で、安心して

発話練習に取り組める機会を提供することが求められ

る。具体的には、例えば、AI ツールを活用した個別

フィードバックや繰り返し行うことができる発話練習

の機会は、個別最適化された学習を可能とし、学生が

自信を獲得する一助となり、学習者の動機づけを持続

させる上で有用であると考えられる。
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図１ 質問項目１の人数分布

図２ 質問項目１の割合分布

図３ 質問項目２の人数分布

図４ 質問項目２の割合分布



2.1.4 質問項目１～３について

質問項目１（あなたは「英語を話すこと」は好きで

ある）の中で否定的回答をした学生（全体の55.1%）

の中の多くの学生（84.1%）が、質問項目３の「話す

力」をもっとつけたいと肯定的回答をしていることが

分かった（図７参照）。図７の④（青）は質問項目１で

「どちらかというとそう思わない」、⑤（オレンジ）は

「そう思わない」、⑥（グレー）は「全くそう思わない」）

と回答した学生の人数を示している。

次に、質問項目２（あなたは「英語を話すこと」に

自信がある）で否定的回答をした学生（全体の89.6%）

の中の多くの学生（89.8%）が、質問項目3の「話す力」

をもっとつけたいと肯定的回答をしていることが分

かった（図８参照）。図８の④（青）は質問項目２で「ど

ちらかというとそう思わない」、⑤（オレンジ）は「そ

う思わない」、⑥（グレー）は「全くそう思わない」）

と回答した学生の人数を示している。

以上の結果から注目すべき点は、「英語の好き嫌い」、

「話すことへの自信の有無」に関わらず、多くの学生が

「話す力を伸ばしたい」と考えていることである。

現在、多くの大学がグローバル教育の推進や英語教

育の充実を図っているが、実際に教育を受けている学

生が大学の英語教育をどのように受け止めているのか

把握することは重要である。この傾向を理解する上

で、先行調査結果を２つ紹介する。１つ目は、杉田

（2021）が首都圏の10大学に在籍する１年生302名およ

び２年生以上492名、合計794名を対象とした調査であ

る。同調査では、現在の英語力について「最も不足す

る技能」として「スピーキング」と回答した学生が最

も多く、794名の内458名 (57.7%) であった。次いで

「ライティング」134名 (16.9%)、「リスニング」116名

(14.6%)、「リーディング」86名 (10.8%) という結果

が報告されている。２つ目として、大学１～４年生

771名を対象としたベネッセ i-キャリア（2023）のア

ンケート調査結果では、在学中に最も伸ばしたい技能
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図８ 質問項目２において否定的回答を示した学生の

話す力への意欲

図５ 質問項目３の人数分布

図６ 質問項目３の割合分布

図７ 質問項目１において否定的回答を示した学生の

話す力への意欲



として「スピーキング」が56.5% と最多であり、次い

で「リスニング」26.5%、「リーディング」12.1%、「ラ

イティング」4.9％が報告されている。これら２つの

調査から、大学生にとって「スピーキング」が最も不

足していると認識され、かつ最も伸ばしたいと望まれ

ている技能であることが明らかである。さらに、ス

ピーキングに関して「自分の英語力を把握したい」と

回答した学生が48.8％にのぼる一方で、実際に「把握

できている」と答えた学生は25.8％にとどまっており、

多くの学生が自身のスピーキング力を正確に把握でき

ていない実態が示されていた（ベネッセ i-キャリア、

2023）。この点を踏まえると、今回本学で実施したス

ピーキングテストにおいて、CEFR レベルによる評価

と６指標に基づくフィードバックを提供したことは、

大きな意義を持つ。

次に、今回アンケートと共に実施したスピーキング

テスト結果の Pre-A1レベルに注目する。スピーキン

グテストでは、結果を CEFR に基づき評価している。

具体的には、Pre-A1から B2までの８段階の評価基準

が示されている（Pre-A1、A1、A1 High、A2、A2 High、

B1、B1 High、B2）。Pre-A1に位置する学生42名のう

ち76.2％が「話す力をもっとつけたい」と考えている

ことが分かった（図９参照）。

英語を話すことに対して否定的印象をもっている学

生も含めて、また実際にスピーキングの力が伸び悩ん

でいる学生たちの「英語で話す力をもっとつけたい」

と考えている学生の割合が多いという実態が見えてき

た。しかしながら、下位層の中でも否定的回答をして

いる学生（23.8％）へのアプローチ、支援の検討が大

きな課題となる。

2.2 AI ツールの活用実態と希望

生成AI を取り入れた教育が進む中で、入学前の高等

学校段階の実態を紹介する。国立青少年教育振興機構

（2025）の報告（有効回答者数4,955名）によると、Chat

GPT やチャットボットなど生成 AI の利用経験につい

て、「よくある」と回答した割合は18.9% であり、「たま

にある」（43.4%）を合わせると６割を超えている。一方

で、「使ったことはないが、使ってみたいと思う」の割合

は26.6% で、「使ったことはないが、使ってみたいとも

思わない」と回答した割合は10.3% にとどまっており、

日本の高校生は生成AI に対して全体として前向きな姿

勢を持っていることがわかる。さらに同報告では、日本

の高校生は生成AI を「便利で効率的な道具」として歓

迎している一方で、「新しい学び方や職業の可能性」に

ついては慎重な姿勢を示し、むしろ仕事喪失や漠然とし

た不安を抱いている状況も明らかにされている。

2.2.1 質問項目４（あなたは、ChatGPT や DeepL

などのAI ツールを用いたことがあるか？）の結果

質問への回答は、選択式の４件法（「頻繁に利用して

いた」「必要に応じて利用していた」「利用したことは

ない」「そもそも使い方がわからない」）である。結果、

55.8% の学生は利用経験があると回答していた（図

10・11参照）。
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図９ Pre-A1レベルの学生の質問項目１～３への

回答結果

図10 質問項目４の人数分布



2025年度も同様の調査を実施しているが、2024年度

と比較し2025年度の大きな違いとして、この質問項目

の数値の上昇が挙げられる。つまり、2025年度の調査

結果では、全体の76.1% の学生が利用経験があると回

答している。この割合の増加は教育現場や社会全体で

AI ツールが広く取り上げられ、利用への心理的ハー

ドルが低下し、浸透していることを反映していると考

えられる。さらに、高等学校段階から AI ツールに触

れる機会が拡大していることが背景にあり、その経験

をもとに大学入学後も抵抗なく活用を開始する学生が

増加していると推察される。

2.2.2 質問項目５（あなたは、今後AI ツールをどの程

度活用したいか？）の結果

質問への回答は、選択式の４件法（「頻繁に利用した

い」「必要に応じて利用を考えたい」「あまり使いたく

ない」「全く使いたくない」）である。結果、88.1% の

学生が利用に前向きな回答をしていた（図12・13参照）。

2.2.3 質問項目６（AI ツールを日常的に活用できると

したら、英語学習で最も活用したい内容は？）の結果

最も多かったのは Speaking 学習であり、47.4% の

学生が選択していた（図14・15参照）。この傾向には、

調査がスピーキングテストの受験直後に行われたとい

う状況的要因が影響している可能性も考えられる。２

番目に多かったのは Listening 学習であり、16.3％の

学生が選択していた。また、その他の回答としては「翻

訳」という自由記述がみられた。注目すべき点として、

Writing 学習を選択した学生は14.2％にとどまり、予

想よりも少ない割合であった。この背景にはいくつか

の要因が考えられる。第一に、調査がスピーキングテ

スト直後に実施されたため、学生の関心が発話力の強

化に強く向けられていた可能性がある。第二に、

Writing は授業課題やレポート等を通じて比較的多く

の練習機会や教員からのフィードバックを得られる一

方で、Speaking は授業外での練習機会が限られるた

め、AI ツールによる補完的支援への期待が相対的に

高まったと考えられる。

これらの結果から、学生は特に発話力の向上に対し

て AI ツールの支援を強く期待していることが明らか

となった。同時に、翻訳やリスニングといった受容的

スキルに関しても一定のニーズが確認され、AI が多

様な学習活動において補助的役割を果たす可能性が示

唆される。
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図11 質問項目４の割合分布

図12 質問項目５の人数分布

図13 質問項目５の割合分布



2.2.4 質問項目７（AI ツールを日常的に活用できると

したら、 Speaking において最も活用したい内容

は？）の結果

Speaking 学習で最も活用したい内容は、69.1% の

学生が選択した「会話（やり取り）」であった（図16・

17参照）。また、自由記述としては「会話中の表現」と

いった回答もみられた。この結果に関しても、調査が

スピーキングテストの直後に行われたことが影響して

いる可能性がある。これらの結果から、学生は AI

ツールに対して単なる発音や文法の訂正以上に、実際

の会話場面での相互作用や適切な表現の習得を支援し

てくれることを強く期待していることが示唆される。

つまり、AI の活用は文法的正確さの強化にとどまら

ず、実践的なコミュニケーション能力の向上に資する

可能性を持つと考えられる。

2.2.5 質問項目８（AI ツールを日常的に活用できると

したら、Writing において最も活用したい内容は？）

の結果

Writing 学習において活用したい内容として最も多

かったのは「文法の適切さに関するフィードバック」

（39.3%）であり、次いで「英文の構成や流れ（論理的

構成）に関するフィードバック」（37.9%）であった（図

18・19参照）。また、その他は「相手に伝わる文章の書

き方」や「文を考えるのが苦手」といった回答があっ

た。これらの結果から、学生は正確な文法の使用のみ

ならず、論理的で説得力のある文章構成や、相手に伝

わりやすい表現方法への支援を AI ツールに求めてい

ることが示唆される。
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2.2.6 質問項目９（AI によるスピーキングテストを受

けて、自身のスピーキング力の向上に役立てたいか？）

の結果

質問への回答は、選択式の６件法（「とてもそう思う」

「そう思う」「どちらかというとそう思う」「どちらかと

いうとそう思わない」「そう思わない」「全くそう思わ

ない」）である。肯定的回答が85.5%、否定的回答が

14.5% と肯定的な回答者が非常に多かった（図20・21

参照）。スピーキングテストの結果に対して「思うよ

うにできなかった」や「悔しい」と感じた学生が一定

数いたと推測されるが、それでもなお「改善したい」、

「克服したい」という学習意欲が示唆される。さらに、

本テストは結果が約２分で返却され、その際に８段階

の CEFR レベルと６指標ごとの評価が提示されるた

め、自身のスピーキング力を可視化すると同時に課題

を発見する機会ともなっている。このことから、AI

を活用したスピーキングテストは、学生に自己の課題

を気づかせ、次の学習への動機づけを促す契機となり

得る。特に、結果が迅速に返却され、CEFR レベルや

指標ごとの評価が提示されることで、自らの到達度と

改善点を可視化できる点は、学習者に「克服できる」

という期待を与え、学習意欲と自己調整的な取り組み

を支える要因となる。AI 評価は単なる到達度測定に

とどまらず、学習者の継続的な学習を支援する教育的

機能も持つ可能性がある。

次に、この質問に否定的な回答をした学生（全体

14.5%）をさらに詳細に確認すると、「そう思わない」

と回答した26名（4.2%）のうち、話す力をつけたいと

肯定的に考えている学生は16名（61.5%)であった。

また「全くそう思わない」と回答した26名（4.2%）の

うち、話す力をつけたいと肯定的に考えている学生は

９名（34.6%)であった。

３．アンケート結果からの示唆
本調査から、多くの学生が「英語を話すことに関し

て自信はないが、話す力を伸ばしたい」という意識を
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もっていることが明らかとなった。したがって自己効

力感を高め、「間違うことへの恐れ」を克服し、「成功

体験」を得ることが必要であると考えられる。そのた

めにも、安心して試行錯誤できる学習環境を整備する

ことが不可欠である。その観点から、個々の学生に適

したscaffolding（足場かけ）を可能にするAI ツールの効

果的な活用を検討する必要がある。この scaffolding

は教育学・心理学で広く引用される概念で、もともとは最

近接発達領域（ZPD: Zone of Proximal Development）

に基づいて発展したものである(Vygotsky, 1978)。

ここでいう scaffolding とは、学習者の発達水準に応

じて適切な支援を段階的に提供し、徐々に自立的な学

習を促す指導法を指す。この指導法により、学習者が

適切な支援を受けることで自力では解決できない課題

にも挑戦でき、次第に自力でできるようになり、それ

が成長につながるのである。具体的には、文法や語彙

に関する即時的フィードバック、会話モデルや応答例

の提示を受けることによる言語的支援が考えられる。

AI ツールは、これらの scaffolding を個別化して即時

に提供できる点で、学習者の不安を軽減し、自己効力

感の向上に寄与する可能性があると考えられる。

アンケートより、AI を活用した「会話（やり取り）」

への希望が多く見られ、AI が学習者にとってストレ

スの少ない発話練習環境として受容されていることを

示している。これらのことを踏まえると、今後の語学

支援には、実際の会話へと円滑に進めるための練習と

して、AI を活用した対話練習の機会を提供すること

が考えられる。その効果に関しては、Wang & Fan

(2025) のメタ分析論文が参考になる。この論文では、

ChatGPT が公開された2022年11月から2025年２月ま

でに発表された研究を対象としており、最終的に採用

された研究数の51件から結果を導いている。それによ

ると、ChatGPT が学生の学習成果に大きく寄与し、学

習意欲や高次思考力にも中程度の正の影響があると結

論づけられている。

先行研究では、AI を活用した学習支援が、学習者の

不安を軽減するとともに、自己ペースでの学習を可能

にし、より自律的な学習を促す効果を有することが報

告されている（Jeon & Lee, 2024）。本学でも、授業外

学習において AI チャット機能を組み込むことで、授

業内の練習と相互補完的な学習体制を構築できる可能

性がある。特に、初年次教育の段階で AI を導入する

ことは、学生が安心して試行錯誤できる環境を早期に

提供し、その後の学習態度形成に大きく寄与すると考

えられる。

４．フォローアップ調査の結果―AI ツールを
用いた学習への振り返り
実際に AI ツールを用いた会話練習に取り組んだ学

生（全85名）の感想を抜粋して紹介する。このツール

では、レベル別（初級・中級・上級）にさまざまなジャ

ンル（メディア・日常・ビジネス・アカデミック・文

法・発音・旅行・会話表現など）の動画を視聴したり、

また動画のセリフを音読し、即時に発音と流暢さの評

価を受け取ることができ、また AI チャットの MiMi

と会話ができる機能などが搭載されている。

学生からの感想には、「外国人の先生の授業を受け

た際に聞き取りやすく感じるようになった」、「チャッ

トなどの会話表現はとても実践的なことに加えて、細

かい添削までしてくれるので、とても良かった」、

「チャットではフィードバックをすぐにしてくれるた

め、とても身になっているように感じた」、「最初と比

べて、会話することに対しての抵抗が少し減少したな

と思います。やはり相手が AI であると間違えても迷

惑がかからないので、積極的に会話することができま

した。この調子で、AI だけでなく生の人間と会話で

きるようになりたい！！という意欲もわいてきまし

た。これは自分にとって大きな成長だと思います」、

「最初は上手く発音できなくて会話も楽しくなかった

が、やり続けるにつれて、チャットの AI と上手く会

話できるようになり、習ったけど使ったことがない単

語や熟語を、間違いを恐れず使うことができて楽しく

なり、積極的に話すことができるようになった」など

肯定的コメントが多くあった。

以上のコメントからも、AI ツールを用いた会話練

習は、学生にとって実践的であり、安心して取り組め
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る学習環境を提供していることが分かる。具体的に

は、①即時的フィードバックが発音や流暢さに関する

誤りへの気づきと改善を促すこと、②実用的な会話表

現の習得や添削を通じた表現力の向上、③間違いを恐

れず挑戦できる心理的な安心感、④ AI との繰り返し

のやり取りによって自信が培われ、人との会話にも挑

戦しようとする意欲の芽生え、などの効果が確認され

た。これらの効果を理論的観点から整理すると、まず、

即時的フィードバックによる気づきは Schmidt

(1990) の Noticing Hypothesis （気づき仮説）に照ら

して理解できる。また、アウトプットを通じて不足を

自覚し修正を試みる過程は Swain (1985) の Output

Hypothesis（アウトプット仮説）に合致し、AI が提供

する支援は Vygotsky (1978) の社会文化理論におけ

る「足場」として機能している。さらに心理的側面で

は、Krashen (1982) のAffective Filter Hypothesis（情

意フィルター仮説）が示すように、誤りを気にせずや

り取りできる環境は、不安を軽減することにつながり、

学習に取り組みやすい環境をもたらしている。加え

て、Deci & Ryan (1985) の自己決定理論や Bandura

(1997) の自己効力感理論の観点からは、安心感や成

功体験が動機づけや自信の向上につながることについ

て理解できる。加えて、Csikszentmihalyi (1990) のフ

ロー理論に照らすと、即時フィードバックと適度な挑

戦を伴う AI 練習は没入感を生み出し、学習意欲の持

続に寄与することが示唆される。以上のことより、AI

を活用した会話練習は、言語習得を促進するのみなら

ず、心理的に支えられた学習環境を提供し、学習者の

自信と動機を高める教育的意義を有すると結論づけら

れる。

さらに、学習の過程で「最初は発音がうまくできず

楽しめなかったが、続けるうちに積極的に話すように

なった」といった自己成長の実感も寄せられており、

継続的に学習を続けることの大切さがうかがえる。こ

れらの経験は、自己効力感を高め、失敗を恐れず挑戦

できる学習環境の有効性を裏付けていると言える。し

たがって、AI ツールを用いた会話練習は、単なる補助

的な役割にとどまらず、学習者が実際の対人コミュニ

ケーションへと踏み出すための橋渡し的役割を果たす

可能性もあると言える。今後は、AI との練習で培っ

た自信をどのように実際の外国語使用の場面につなげ

ていくかが課題となると考えられる。

おわりに
本調査では、2024年度に実施したオンラインスピー

キングテスト後のアンケート結果をもとに、大学１年

生の英語スピーキングに対する意識と AI ツール活用

の現状を明らかにすると共に、今後の活用可能性を検

討した。結果として、多くの学生が英語の必要性を認

識している一方で89.6％が「自信がない」と回答しな

がらも、90.9％が「英語で話す力をもっとつけたい」

と強い学習意欲を示した。この点から、学生のモチ

ベーションを維持しつつ自信を回復させるための支援

が求められる。支援方策としては、従来の自律学習支

援センター（OASIS）による検定対策講座や学習相談

の充実に加え、AI ツールを用いたスピーキングやラ

イティングへの効果的なアプリの活用が挙げられる。

AI は個々の学生に適した scaffolding を可能にし、継

続的なオンラインスピーキングテストと即時フィード

バックは学習意欲の維持・向上に寄与すると考えられ

る。

一方で、AI ツールの使い方が分からないと回答す

る学生もいることより、情報リテラシー格差による学

習機会の不均等が課題となる。すべての学生が安心し

てツールを利用できるよう、基礎的な操作指導や倫理

的観点を含めた教育の実施が不可欠である。今後は、

AI 活用が実際の言語運用能力の向上にどのように結

びつくのかを検証する実証研究を重ねていく必要があ

る。
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学 術 論 文

私立女子大学の共学化についての一考察

岩崎 保道1

キーワード 私立女子大学 共学化 再編 経営戦略

１ はじめに
本研究は、私立女子大学から共学化に転換している

傾向を検討することで、今後の大学業界の在り方につ

いて考察する資料を示すことを目的とする。

その検討方法として、第１に、先行研究として女子

大学の存在意義や一般的なイメージなどについて考察

したものをまとめたうえで、私立女子大学の共学化に

ついてデータを用いて分析した論考を紹介する。第２

に、入学定員充足率が100％未満の私立大学を概観し

大学を取り巻く厳しい経営環境を確認する。第３に、

女子大学数の推移や私立女子大学の一般選抜の競争率

の動向を整理し、いくつかの観点を用いて女子大学の

置かれた変化を把握する。第４に、私立女子大学から

共学化する（予定を含む）事例を整理する。第５に、

私立女子大学の共学化前後の入学定員充足率を確認し

共学化の影響を確認する。最後に、私立大学が厳しい

経営環境に置かれているなか、私立女子大学の共学化

の現状を把握するとともに、私立女子大学の今後の市

場の在り方を考える。

近年、女子大学の共学化に関する報道が盛んに行わ

れている。例えば、日本経済新聞（2025年７月29日）

「女子大学の「共学化」第２波 少子化が加速、別学維

持派も理系に活路」、東京新聞（2025年７月12日）「共

学化や募集停止が加速する「女子大」は今後どうなる？

少子化、志願者減…でも色褪せない魅力がある」、産経

新聞（2025年６月14日）「京都の御三家まで「罪深い」

選択、岐路に立つ女子大 募集停止に共学化…四半世

紀で４分の１消滅」などがある。どれもインパクトの

強い見出しであり、見方によっては、この話題につい

てやや過激な文言が並んでいるようにも読み取れる。

それだけ社会的な関心が強いことがうかがえる。

ところで、女性の大学進学の志向に関しては「専門

的な研究、学習がしたいから」「資格や免許を取得した

いから」「将来、就きたい仕事が決まっていたから」な

ど、かなり明確な目的意識を持って進学しているとい

う調査結果がある2。また、女性が社会で活躍の場を

求めるなど、キャリアや自立の志向が高まるといった

将来のビジョンを見据えた志望校の選択が求められる

ようになった。このように、女性の進学志向が社会環

境や時代の流れとともに変化しているものと思われ

る。半世紀前の女性の大学進学は、良妻賢母の女性を

育むための教育機関という一般的なイメージがあっ

た。特に、短期大学が女性教育に大きく貢献してきた。

1 高知大学

2 稲見直子ほか（2023）「女性の大学進学行動と就業意識に関する
実証的研究 A 女子大学生への調査を手がかりに」『佛教大学教
育学部学会紀要』23,,pp.175-184.
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1950年に発足した日本の短期大学は、1995年に約42年

ぶりに四年制大学の女子進学者数が短期大学の女子進

学者を上回るまで、日本の女子高等教育進学に一定の

役割を担っていた3。

しかし、時代は変わり女子大学を取り巻く状況は大き

く変化した。近年は私立女子大学が次々と共学化に舵

を切ったり、学生募集の停止を発表するなど、大きな政

策的決断を下す学校法人が急増している。この背景に

は入学定員充足率の低迷に対する対応や将来的な戦略

的対策としての取り組みなどが考えられる。この事例

を調査分析することにより、他の法人が戦略的な方策を

考察するための参考にできる資料にしたいと考えた。

女子大学が共学化する事例は増えたものの女子大学

の共学化に関する研究はあまりない。その背景とし

て、これまでその影響が限定的に捉えられていたり、

事例が年に１校など少なかったことから、あまり関心

が持たれなかった可能性がある。そのため、この分野

の考察が十分行われなかったのかもしれない。

本研究の手法の特徴は、次の点にある。

第１に、私立大学全体の厳しい経営環境を整理した

うえで、私立女子大学の動向を示した。そのことによ

り、業界全体の中で私立女子大学がどのような位置付

けに置かれているのか把握しやすくした。

第２に、我が国における女子高等教育機関の創成期

や女子大学の存在意義の論考についてとりまとめ、女

性を対象にした教育機関の成り立ちを整理した。その

ことにより、本稿のテーマをより深い観点で捉えるこ

ととした。

第３に、私立女子大学の共学化前後の入学定員充足

率を経年変化で確認することにより、一つの側面だけ

ではあるが、共学化の影響をデータにより確認した。

私立女子大学の共学化の効果や課題を検証すること

は、この分野の論考を科学的な視点で考察することに

なる。学校法人が積極的な経営戦略を立案する際の参

考となり、それが今後の高等教育研究に寄与すること

を望む。これまで女子大学の共学化に関する研究が希

少であることから、今後、新たな研究分野として展開

することもあり得る。

なお、筆者は私立大学の再編や統合に関する研究業

績を複数あげているが4、本稿はそれに関連する研究

である。

２ 女子大学の共学化に関する先行研究
本章は、女子高等教育機関の創成期に関する研究を

はじめ、女子大学の存在意義や一般的なイメージにつ

いて考察したものをまとめ、そのうえで、私立女子大

学の共学化についてデータを用いて分析した論考を紹

介する。

2.1 女子高等教育機関の創成期に関する研究

山本ほか（2001）は我が国における女子高等教育の

歴史的発展に関して「明治以降の女子高等教育の創設

期において私学、特にキリスト教系教育機関がその先

駆的役割を果たしたことは周知のことである。1870年

（明治３年）に設立されたフェリス女学院をはじめ平

安女学院・神戸女学院 (1875年）、同志社女学校 (1876

年）等が相ついで誕生し、1870年代に開設されたミッ

ションスクールは20校に達している。これらの諸校は

日本の女子教育振興のために意図されたというより

も、アジア地域への伝導を志す宣教師たち、またその

夫人たちの熱意によって、聖書を中心とした宗教教育

や英語教育が行なわれる過程で設立され発展してきた

とみられる。」と述べている5。明治初期に近代教育制

度が成立して多くの教育機関が誕生した。その中で教

会を母体とする宗教系の私立学校が次々と作られて、

女性を対象とした専門教育も行われるようになった。

3 鈴木さくら（2019）「日本における短期大学の成立に関する研究
―発足時の前形態を中心に―」『早稲田大学大学院教育学研究科
紀要』26,p.109.

4 例えば、岩崎保道（2024）「大学法人の効果的な M ＆ A 手法の検
討」『高知大学学術研究報告』73,pp.89-92.,岩崎保道（2024）

「学校法人の合併及び大学統合の効果の検証－学校法人に対する
アンケート調査と訪問調査の分析－」『高知大学教育研究論集』
28,pp. 47-58.,岩崎保道（2023）「大学法人と高等学校法人の合
併効果 : 財務分析と入試情報の分析」関西大学教育開発支援セ
ンター『関西大学高等教育研究』14,pp.69-76.などがある。

5 山本ほか（2001）「女子大学の存在意義に関する比較研究―アメ
リカ・イギリス・韓国・日本―」東洋英和女学院大学『人文・社
会科学論集』18,p.122.
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私立学校を創設する場合、財団を形成するための寄付

が必要になるが、寄付者の意向が学校の教育目的に色

濃く反映されることになろう。

山崎（2025）は「女子教育の流れを振り返ると、明

治初期、学制による小学校教育のために教員養成が急

務となり、1874年に女子師範学校が設置された。その

後、1890年に設置された女子高等師範学校は、教員養

成を目的とした機関でありながら、事実上の女子の最

高教育機関として存在していた。専門学校令が施行さ

れて以降は私立の女子専門学校も増え、女子に高度な

教育を授ける機関が登場した。一方で、戦前には原則

的に女性は大学に進学することができず、また女子専

門学校が大学に昇格することもできなかった。」と述

べている6。戦前においては、女性が高等教育を学べ

る環境が未整備であり、専門教育を受けたいという女

性にとっては不遇の時代であった。

湯川（2019）は「1950年前後には、多くの女子高等

教育機関やその関係者の間では、戦後の民主社会を支

える自立した女性の育成を基盤としながらも、同時に

特性教育の必要が唱えられ、それが別学選択の重要な

要因となったのであった。そして、このような認識に

基づく女子大学論は、専門分野だけでなく必然的に教

育目的にも及ぶことになる。」と述べている7。

明治期から1970年代までを俯瞰すると、時代の流れ

とともに、女性が高等教育を学べる環境が少しずつで

はあるが整いつつあることが分かる。

2.2 女子大学の存在意義に関する研究

加藤（2024）は、女子大学の再編が行われている状

況のなかで「現在、女子大学の存在意義をめぐる議論

に直面した女子大学は、存在意義のひとつとして「女

子学生が自主性とリーダーシップを発揮できる」こと

を挙げ、教育目標やカリキュラムに取り入れるように

なっている。女子大学においてリーダーシップについ

て学習・経験し、社会でリーダーシップを発揮できる

人材を輩出することが女子大学の社会貢献であり、存

在意義のひとつであるという論理である。」と指摘し

た8。女子大学だからできる、あるいは目指すことの

できる点に女性を対象とした教育機関の社会的役割が

あると考える。具体的には、学校法人の寄附行為や大

学の教育目的などに掲げられている事項になろう。

髙橋（2010）は「日本社会のまだまだ多くの部分は、

女性にとっては職業人として生きていくのが大変難し

い社会だということです。特に政治・経済の分野で女

性の参画は極めて難しい状況にあり、それが現実だと

いうことです。そのような中で女子大学は女性に何が

できるのか。女性に力を与え、女性には価値があって、

自分自身のインテグリティ（Integrity）に確信を持っ

て、そこから前進していける、そういうあなたたちを

私たちは信じていますよ、というメッセージを女子大

学の教職員がどれくらい学生たちに語りかけることが

できるのかが問われているのだと思います。」と述べ

ている9。この意見は、女性が厳しい社会環境のなか

で自立し社会参画していくことの難しさと、それを乗

り越えていくための基礎的な力を女子大学で、いかに

修得していくべきかを訴えかけているように感じる。

女子大学は共学の大学とは異なる教育目標や観点を

持った事業活動を展開しているものと思われる。

一方、湯川（2019）は「大学共学化の意義は、大学

進学機会の男女差別をなくし、機会均等を確立したこ

とにとどまるものではなく、女性への幅広い学問の開

放を意味し、また男女の共同の経験が人格形成に影響

を及ぼす可能性を含むものであった。」と述べてい

る10。ジェンダーレスが推進されるなか、別学から共

学の波を広げることが男女の差別化を解消していくと

いう考えもあろう。

6 山崎衣知子（2025）「日本における女子大学の成立過程―新制大
学設立前後の津田塾大学の事例から―」東京大学大学院教育学
研究科大学経営・政策コース『大学経営政策研究』15,p.197.

7 湯川次義（2019）「私立女子大学の設立過程と女子大学の論拠
―1949年以降を中心に―」早稲田大学大学院教育学研究科『日本
教育史論集』6,p.13.

8 加藤厚子（2024）「「女子大」とは何か―女子大学をめぐる研究視
角―」お茶の水女子大学コンピテンシー育成開発研究所『比較日
本学教育研究部門研究年報』20,p.8.

9 髙橋裕子（2010）「女子大学だからできること―女性を伸ばす〈学
び〉の環境―」『武庫川女子大学教育研究所 研究レポート』
40,p.23.

10 湯川（2019）前掲書、p.36.

－ 15 －



2.3 女子大学の共学化に関する研究

男女共学化に関する研究は女子大学については少な

く、高等学校の共学化に関する先行研究は多い11。そ

の要因として、学校の共学化に関する研究業績数が高

等学校と大学では、前者の学校種の事例数が圧倒的に

多いことに起因するものと推察する。本章では、女子

大学の共学化に関する先行研究として、「女子大グルー

プのポジショニング」及び「私立女子大学の共学化の

定員充足率」を中心に解説する。

女子大学の共学化に関する研究として、科学研究費

助成事業（2025-04-01～2028-03-31）研究代表者 : 安

東由則「女子大学の共学化に関する日米の国際比較研

究：戦略、課題、そして女子大学への示唆」は興味深

く、国際的な最新の動向を加味した内容であることが

期待され、今後の研究成果の完成と公表が待たれる12。

図１は、首都圏の女子大グループのポジショニング

を分かりやすく表現したものである。縦に「エライ」

の軸があり、横に「ハデハデ」と「ジミジミ」と示さ

れており、女子大学の相対的な位置が視覚的に示され

ている。歴史と伝統のある学校が名を連ね、各大学の

簡単な解説が付けられており、おおよそ一般的なイ

メージを具体的に表現しているといえよう13。しか

し、社会環境の変化や18歳人口の減少を背景とする入

試動向の変化を受けて伝統のある私立女子大学のブラ

ンドやイメージが少しづつ変わってきているのかもし

れない。

2000年以降、私立女子大学の共学化の事例は30校以

上ある（詳細は5.1で説明する。）。このなかで積極的

な経営戦略を展開する手法として志願者の大幅な増加

につながる成功事例があった14。2000年頃より私立短

期大学における入学志願者数の減少が目立ち始め、そ

の前後あたりから４年制大学に転換する事例が増えて

いった。私立の女子中学高等学校や公立の女子校が共

学化する事例も全国的に増えていった。広井（2005）

は「女子大学はこれまで女子高校から多くの入学者を

得てきた。だが、1990年代からの急激な高校の共学化

は、女子大学の学生募集に深刻な影響を与え、大学の

共学化を推進する大きな要因になっているものと考え

られる。」と指摘している15。

11 例えば、三井知代（2024）「共学化による成長 : 共学から始める
教育改革」『IDE : 現代の高等教育』658,pp.38-41., 坂本祐子

（2023）「群馬県の公立高校男女共学化に向けて」『日本地域政策
研究』30,pp.102-103.,湯川次義ほか（2022）「新制中学校の成立
に関する実証的研究」『早稲田教育評論』36,pp.219-233.

12 同研究事業の「研究開始時の研究の概要」として「本研究は、次
の三つの観点から調査・分析を行なう。①どのような特性をも
つ女子大学が共学化、閉学しているか、個々の大学特性や社会的
要因を含めた統計データの分析から明らかにする。②共学化し
た日本とアメリカの大学を訪問し、共学に至る経緯と共学後の
運営戦略・課題について聞き取りを行なう。③以上総合し、共学
準備や共学化後の戦略に関する基礎資料を作成し、女子大学に
は新たな存立意義や改革を考えるための示唆を提示する。（抜
粋）」とされている（国立情報学研究所ウェブサイト https://
kaken.nii.ac.jp/ja/grant/KAKENHI-PROJECT-25K05881/

（2025年８月10日確認。））。

13 何らかの根拠のあるデータに基づいた資料ではない点に留意す
る必要がある。

14 日本私立大学協会ウェブサイトによると、「共学化の成功例とし
て語られるのが武蔵野大学（西東京市）。元々、武蔵野女子大だっ
たが、04年の共学化の前年に大学名から女子を外し、薬学部など
を備えた総合大学に脱皮。03年の約6000人の志願者が１万6000
人に急増した。」と紹介されている。https://www.shidaikyo.
or.jp/newspaper/rensai/koho/2403-4-1.html（2025年８月10日
確認。）

15 広井多鶴子（2005）「女性の大学進学率の上昇と女子大学」『実践
女子大学人間社会学部紀要』,1,p.45.

－ 16 －

図１ 女子大グループのポジショニング

（出典）オバタカズユキ監修（2025）

『大学図鑑! 2026』ダイヤモンド社,p.298.



石渡（2025）は2019～2024年度の女子大・入学者デー

タを分析したうえで、入学者定員充足率100％が減少

傾向にあることを指摘し、「女子大がしんどい理由」と

して「女子大なので対象が半分」「2020年代 以降の入

試激変が影響」「2020年代以降に大規模校志向が強ま

る」「女子のキャリア志向」といった背景を根拠データ

などを踏まえて示した16。

さらに、石渡（2025）は私立女子大学の共学化の定

員充足率について、共学化の「前年」「共学化年」「2025

年」の３つのポイントに分けて示した（表１）。表１に

おいて「入学者定員充足率が100％」の大学の割合は、

「前年」は０％（０／12校）、「共学化年」は38％（５／

13校）、「2025年」は46％（６／13校）であった。この

結果を踏まえ、石渡（2025）は「６校が女子大時代に

比べて入学定員充足率が改善しています。しかし、７

校は定員割れでうち２校は充足率70％未満となってし

まいました。（中略）学生集めに苦戦する女子大は共

学化するだけでは不十分です。共学化と同時に、立地

の良さ、あるいは学部新設など、アピールポイントを

増やしていくことが必要です。ただ、学部新設などが

可能となるほど、財務状況が良好な女子大は多くはあ

りません。」と分析している17。

この分析は、入試データの経年変化の状況など、具

体的な根拠に基づいて説明しており説得性のある内容

である。特に、「過去10年間の共学化校データ」（表１）

は、女子大学の共学化の効果を端的に表す一つの手法

として適切と考える。

３ 私立大学全体の入学定員充足率
本章は、入学定員充足率が100％未満の学校数や、そ

の割合を見ることにより大学を取り巻く厳しい経営環

境を把握する。また、所轄庁による経営危機に陥った

私立大学への対応など、政策的な動向を紹介する。

私立大学の2006年度と2024年度を比較すると、「入

学定員充足率が100％未満の学校数」は1.6倍になり、

「入学定員充足率が100％未満の割合」は19ポイント増

16 石渡嶺司（2025）Yahoo!ニュースエキスパート「名門女子大が
共学化・募集停止で明暗分かれる～女子大72校データから専門
家が解説」https://news.yahoo.co.jp/expert/articles/b33854b
67553ac9f27494399bc3e13c9a94fac2b（2025年８月10日確認。） 17 石渡（2025）、同資料。
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表1 私立女子大学の過去10年間の共学化校データ（出典）石渡（2025）、同資料。

（注）「旧・大学名」「現・大学名」「所在地」「共学化年」の情報を非表示にした。



加している（図２）。「入学定員充足率が100％未満の割

合」は2015年度から2018年度にかけて改善傾向にあった

が、2021年度以降は右肩上がりに転じてしまい悪化して

いる。私立大学においては、三大都市圏以外の地域の小

規模校ほど収容定員充足率が低くなっている18。

なお、私立大学の2025年度の「入学定員充足率が

100％未満の学校数」は316校、「入学定員充足率が100％

未満の割合」は53％と2024年度より改善している19。

私立短期大学の2006年度と2024年度を比較すると、

「入学定員充足率が100％未満の学校数」は1.3倍にな

り、「入学定員充足率が100％未満の割合」は40ポイン

ト増加している（図３）。私立短期大学（2024）の入学

定員が150人未満の学校の入学定員充足率が100％未満

のグループは67％（n=134）、入学定員が150人以上の

学校の入学定員充足率が100％未満のグループは72％

（n=138）であった20。私立短期大学の場合、小規模校

より規模の大きな学校の方が入学定員充足率の割合が

悪化していた。

なお、私立短期大学における2025年度の「入学定員

充足率が100％未満の学校数」は220校、「入学定員充足

率が100％未満の割合」は88％と2024年度よりやや改

善している21。

このような状況を受けて、所轄庁では次のような検

討が行われている。中央教育審議会（2025）によると

「現在のきっ抗しつつある高等教育への進学希望者数

と高等教育機関の収容定員との需給バランスが、今後

は、急速な少子化の進行等の中で、18歳で入学する学

生の減少により超過供給状態になり、定員充足率のよ

り一層の悪化が見込まれ、各高等教育機関が最低限確

保するべき学生数を確保できず、経営状況の悪化によ

り、教育研究の「質」を維持できなくなるおそれがあ

る。」と指摘したうえで「高等教育全体の規模の適正化

については、高等教育機関以外の機関における再編等

に関する施策の例も参考にしつつ、地域や社会のニー

ズ等を踏まえた上で、再編・統合や縮小、撤退を支援

することが必要である。」と提言している22。18歳人口

の減少に対する歯止めが効かず、大学業界の将来性が

十分見通せない状態になっている。私立大学の設置者

である学校法人は、運営責任者として安定した事業活

動を管理維持する責務を負っている。そのために経営

陣は中長期的な視野を持って速やかに適切な経営判断

を行わなければならないのである。

18 2024年度の収容定員充足率は大規模校（収容定員８千人以上）
は105.7％、中規模校（収容定員４千人以上８千人未満）は
100.1％、小規模校（収容定員４千人未満）は87.0％だった（日本
私立学校振興・共済事業団（2024）、前掲書、pp.28-29）。

19 日本私立学校振興・共済事業団（2025）「令和７（2025）年度私
立大学・短期大学等入学志願動向」p.33.

20 日本私立学校振興・共済事業団（2024）、前掲書、p.38.
21 日本私立学校振興・共済事業団（2025）、前掲書、p.61.

22 中央教育審議会「我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育
システムの再構築～（答申）」（2025年２月21日）pp.36-38.
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図２ 入学定員充足率※が100%未満の私立大学 図３ 入学定員充足率※が100%未満の私立短期大学



４ 私立女子大学を取り巻く環境と私立女子
大学の動向
本章では、「男女別に見た高等学校数」「女子大学、

短期大学の学校数」「女性の大学入学の分野別割合」な

ど、女子大学に関連する複数のデータを見ながら私立

女子大学の動向を確認する。そのことにより、女子大

学に接続する高等学校の環境や、女子大学の市場規模、

志願者の志願分野のトレンドを概観する。

4.1 男女別に見た高等学校数

男女別に見た高等学校の動向として、「男のみの学

校の割合」「女のみの学校の割合」が減少傾向にあり「男

女ともにいる学校の割合」に移行している（図４）。「女

のみの学校数」は、1991年度は664校だったものが、

2024年度は266校にまで減少している。この傾向は、

広井（2005）が指摘した「1990年代からの急激な高校

の共学化は（中略）大学の共学化を推進する大きな要

因になっているものと考えられる。」の指摘の裏付け

の一つになる根拠データと言えよう23。学校法人が設

置する学校全てが女子教育を行う場合、一部の学校の

み共学化するのではなく、学園全体が共学に移行する

事例が多い。

4.2 私立女子大学の学校数と入学者の動向

2006年度以降、女子大学数は緩やかに減少しており、

短期大学数は減少幅が大きくなっている（図５）24。

2006年度と2024年度を比較すると、女子大学は11校

（13％）、短期大学は171校（37%）減少している。図４

では、高等学校における「女のみの学校の割合」が減

少傾向にあることを示したが、女子大学でも同様の現

象が起こっている。

女子大学数が減少している要因は共学化が多く、短

期大学数が減少いている要因は事業廃止や４年制大学

への転換が多いと思われる。経営改革の方策として事

業の再編成の手法が多用されている。

女性の大学入学の分野別割合において、分野別に

2006年度と2024年度を比較すると、増加率が高かった

のは保健（77% 増）、自然科学のなかの工学（62％増）

と農学（30% 増）であった（図６）。一方、人文社会の

なかの人文科学は14％減少し、家政は10％減少した。

このような動向は、女性の大学進学の志向に関して冒

頭で述べた「かなり明確な目的意識を持って進学して

いる。」や「将来のビジョンを見据えた志望校の選択が

求められるようになった。」といった指摘に深く関わっ

ているように考える。

私立女子大学の一般選抜の競争率は2021年度以降、

減少している（図７）25。このデータの母数は17校と

23 広井（2005）、前掲書、p.45.

24 文部科学省「学校基本調査」では女子大学という分類はされて
いないため、この資料を用いた。

25 推薦入試や指定校推薦など、他の入試データを加味していない
点に留意する必要がある。
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図４ 男女別に見た高等学校数

（国公私立の全日制・定時制）

図５ 女子大学、短期大学の学校数※



少ないが、首都圏や関西圏にある著名な伝統校ばかり

である。それでも近年の一般選抜の競争率は、2006～

2018年度までは3.0倍前後で推移してきたものが、

2021年度、2024年度と急下降しており異変が生じてい

るように見える。なお、石渡（2025）は2019～2024年

度の女子大学72校の入学者データを分析して、入学定

員充足率が全国的に減少していることを示してい

る26。

女性の大学進学率と大学院進学については次のデー

タがある。2006年度の女性の大学入学者数が約24万９

千人、女性の大学進学率は38.5% だったが、2024年度

の女性の大学入学者数は約29万２千人、女性の大学進

学率が56.2% に増加している（４万３千人、17.7ポイ

ント増）27。また、大学院修士課程の女性の入学者数

は1994年度は約１万１千人だったものが、2024年度は

２万５千人と30年間で2.3倍に増加した28。男性は同

期間の比較で1.3倍の増加であるのに比べて女性の増

加率は、それより高かった。稲見ほか（2023）は、女

性の大学進学の志向の一つとして「専門的な研究、学

習がしたいから」を挙げており、女性の高等教育機関

への進学が目覚ましくなっていることを示してい

る29。男女雇用機会均等法の制定（1986年）や男女共

同参画社会基本法の制定（1999年）、男女共同参画基本

計画の策定（2000年）など、男女共同参画社会の実現

に向けて女性研究者を増やすための政策的な取り組み

が行われてきた。そのなかで、科学技術・学術におけ

る男女共同参画の推進として、この分野における女性

の採用・登用30の促進及び研究力の向上に向けた支援、

女性人材の育成などが行われた31。

５ 私立女子大学の大学再編
本章は、私立女子大学の共学化等を行う学校名とそ

の設置場所（予定を含む）を確認するとともに、私立

女子大学の共学化前後の入学定員充足率を分析するこ

とにより、私立女子大学の共学化の効果を一つの指標

（入学定員充足率）により確認する。

5.1 私立女子大学の共学化と学生募集の停止

2000～2018年度における私立女子大学の共学化は24

校あった。これを地域別に見ると、関東10校、関西６

校、中国４校、中部２校、その他２校であった。

表２は、2019年度以降の私立女子大学の共学化、学

生募集の停止を一覧にしたものである。2024年度まで

は１～２校だったものが、2025年度に５校と急激に増

加し、2026・2027年度も３～４校が共学化（大学統合、

設置者変更によるものを含む）されることが公表され

26 石渡（2025）、前掲資料。
27 文部科学省「学校基本調査」。
28 文部科学省、同資料。

29 稲見直子ほか（2023）「女性の大学進学行動と就業意識に関する
実証的研究 A 女子大学生への調査を手がかりに」『佛教大学教
育学部学会紀要』23,,pp.175-184.

30 第３期科学技術基本計画（平成18（2006）年３月28日閣議決定）
の「研究分野における男女共同参画の推進に関する提言等」にお
いては「大学や公的研究機関は、多様で優れた研究者の活躍を促
進する観点から、女性研究者の候補を広く求めた上で、公正な選
考により積極的に採用することが望まれる。また、採用のみな
らず、昇進・昇格や意思決定機関等への参画においても、女性研
究者を積極的に登用することが望ましい。」と述べている。

31 具体的な取り組みについては、男女共同参画局ウェブサイト
（https: //www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r04/zentai/
html/honpen/b2_s04_01.html）を参照されたい。（2025年8月13
日確認。）
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図６ 女性の大学入学の分野別割合（国公私立）

図７ 私立女子大学の一般選抜の競争率※（n =17）



ている。表２の私立女子大学の共学化（2019～2029年

度）を地域別に見ると、東北２校、関東４校、中部４

校、関西５校、中国２校、九州２校となっている。

2000年以降、共学化を行う私立女子大学（予定を含む）

を地域別に分類してみると、特に集中しているエリア

はなく、全国的な現象であることが分かる。

表２のなかでは武庫川女子大学が正式に共学化を決

めたトピックは全国的に大きく報道された（同大学は、

ホームページ上で2025年６月17日に共学化する方針を

固めたという趣旨の発表を行い、同年７月29日に共学

化する方針を固めたという趣旨の発表を行った32。）。

同大学は1939年に教育者の公江喜市郎氏が創設した組

織が母体となっており、1949年に開学した大学は2025

年現在、13学部、大学院８研究科を擁する日本最大の

女子大学に発展したものである33。同大学は、これま

で多くの卒業生を社会に輩出しており、西日本の私学

において女性を対象に高等教育を牽引してきた稀有な

存在と言えよう。同大学が共学化する趣旨として「「女

性に高等教育の機会を提供する」という本学としての

所期の目的は達成された」「本学の教育をすべての人

に広げ、ジェンダーバイアスに縛られない価値意識を

醸成することが、真の男女共同参画社会につながる」

「女子大学はいっそう厳しい未来が予想される」「性別、

国籍、年齢の枠を超えて学びを開くことは総合大学と

しての責務」などを挙げている（武庫川女子大学ウェ

ブサイトより抜粋）34。同大学は女子大学の中でも国

内屈指の総合大学であるが、それが共学化するとなる

と大手中堅の私立大学がひしめく関西圏の大学入試に

及ぼす影響は非常に大きいと思われる。

さらに、2026年度に学生募集を停止すると発表した

私立女子大学が２校あった。このうち、京都ノートル

ダム女子大学は1961年にノートルダム教育修道女会が

32 武庫川女子大学ウェブサイト https://info.mukogawa-u.ac.
jp/publicity/alertsdetail?id=376 , https://info.mukogawa-u. ac.
jp/publicity/alertsdetail?id=382（2025年８月13日確認.）

33 武庫川女子大学ウェブサイト https://info.mukogawa-u.ac.
jp/publicity/alertsdetail?id=382（2025年８月９日確認.） 34 武庫川女子大学ウェブサイト、同上（2025年８月９日確認.）
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表２ 私立女子大学の共学化、学生募集の停止（予定を含む）

（出典）著者取りまとめ



母体となって設立された伝統校であり、英語教育とカ

トリック精神を基盤とした国際教育を展開してきた実

績を持ち、多くの卒業生を社会に輩出してきた。しか

し「急速な少子化による18歳人口の減少など社会情勢

等が変貌するなか、近年は入学者数が定員を下回る状

況が続いており、大学存続のためあらゆる方策を進め

てきましたが、2025（令和7）年度の入学生を最後に募

集停止せざるを得ないという苦渋の決断に至りまし

た。（2025年４月25日）」35という運営法人と大学の説

明にあるように、学生数の減少を要因とした同大学を

取り巻く厳しい現状が、大学の閉鎖を決断させた。同

法人は系列の私立学校を複数設置しており、その学校

の運営を中心に存続していくものとされている。この

発表は関西圏だけでなく全国的に大きく報道されてお

り、学校関係者をはじめ社会的にも驚きを与えた。

以上のとおり、歴史ある伝統校を含む女子大学が共

学化または事業を停止するという報道が次々とされて

いる。この動向を受けて、今後の大学市場や入試動向

への影響並びに変化に注目する必要がある。

5.2 私立女子大学の共学化前後の入学定員充足率

図８は、表１の「共学化」で示した大学のうち、デー

タが入手可能な大学から筆者が選んだ６校の共学化前

後の入学定員充足率の推移を示したものである。この

分析方法は、石渡（2025）が行った「私立女子大学の

過去10年間の共学化校データ」（表１）と同様である。

なお、表１のデータのサンプル（13校）と図８のデー

タのサンプルは一部重複しているものがある。

図８の大学の属性を簡単に示すと、Ａ大学は文系、

Ｂ大学は家政系、Ｃ大学は文系・看護系、Ｄ大学は：

文系・家政系・健康科学系、Ｅ大学は文系・看護系、

Ｆ大学は文系・健康科学系である。

図８において「入学者定員充足率が100％」の大学の

割合は、「共学３年前」は20％（１／５校）、「共学２年

前」は20％（１／５校）、「共学１年前」は17％（１／

６校）、「共学初年度」は50％（３／６校）、「共学後２

年目」は67％（２／３校）、「共学後３年目」は33％（１

／３校）であった。サンプル数が少ないため、信頼性

が低く、また年度によって割合に大きな変動が見られ

る。また、データが一部不明な大学もある。しかしな

がら、この結果に限って言えば女子大学の共学化の効

果の割合は高くない。

前述した石渡（2025）の分析結果（表１）において

も「入学者定員充足率が100％」の大学の割合は、「共

学化年」は38％、「2025年」は46％と半数を超えていな

い。

図８及び表１の状況より、私立女子大学の共学化が、

入学者定員充足率100％に及ぼす効果はさほど高くな

いと言えよう。入学の対象者が男性も加わるため志願

者が倍になる、という単純な話ではない。

石渡（2025）が「共学化と同時に、立地の良さ、あ

るいは学部新設など、アピールポイントを増やしてい

くことが必要です。」と指摘したように、女子大学の共

学化によって劇的に入学志願者数が増加するわけでは

なく、「心地よく過ごせる清潔感のあるキャンパスな

ど、良質な教育環境を構築していく」「キャリアサポー

トなど、学生サポートサービスが充実している」「学生

が抱く自身の将来ビジョンに貢献してくれる期待が持

てる大学であるか」「大学の特徴や良さが社会的に評

価されている」など、多くの志願者に注目され、地域

にも強い関心を持たれるような大学であることが強い

アピールポイントになるだろう。「学生の生活環境の

良さ」も条件の一つになろう。

35 京都ノートルダム女子大学ウェブサイト https:
//www.notredame.ac.jp/important/20250425news/（2025 年
８月９日確認.）
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図8 私立女子大学の共学化前後の入学定員充足率



６ 小括
私立女子大学の共学化は表２で示したように、これ

までの推移を踏まえ将来の経営環境を考慮すると、さ

らに今後も進行すると考える。具体的にはブランド力

を持つ女子大学が存在意義を高める一方で「カリキュ

ラム内容や募集定員の見直し」「女子大学が積極的な

経営戦略として共学化を図る」「大学統合や設置者変

更」「系列学校に注力し大学の学生募集を停止する」な

どの政策的取り組みを行う大学が増えると予想する。

ところで、2025年７月１日に京都女子大学の学長名

により「女子大学宣言」として「京都女子大学は、創

立以来の建学の精神に基づき、女子大学であり続ける

ことをここに宣言します。（中略）京都女子大学は、こ

れからも在学生・卒業生とともに女子大学としての更

なる発展を目指して教育改革に邁進し、女子大学とし

て社会の変革に挑戦する“人”を育成し続けることをこ

こに宣言します。」というメッセージを発表した36。こ

の宣言は、朝日新聞（2025年７月１日）「京都女子大が

女子大堅持を宣言 学長「男女格差解消に重要な役

割」」、読売新聞オンライン（2025年７月２日）「京都女

子大が「女子大学宣言」…他大学の共学化に不安の声

寄せられ発表」など大きく報道された。女子大学が共

学化するという報道が相次ぐなか、女子大学として存

続することをあえて社会にアピールすることで、大学

進学を考えている受験生の注目を集めた効果があった

と考える。これは、前述した兵庫県の大手女子大学の

共学化の報道（2025年６月）を受けた直後であった。

この大手女子大学の共学化を受けて反対の署名が数万

人集まるなど社会的に波紋を呼ぶ事態に至っていた。

その影響が他の女子大学の学生や女子大学の受験を考

えている生徒にも不安を与え、様々な憶測を呼ぶなか

で、京都女子大の「女子大学宣言」は同大学の在校生

や関係者の不安を払拭するものであったと考える。

本稿は、オープンデータなど公表された情報を中心

にして整理・分析したものだが、今後の展開として、

共学化を行った女子大学及び共学化を予定している女

子大学に対する訪問調査を行って事例に基づいた研究

を進めていきたい。具体的には、共学化を行った女子

大学に対しては「決断に至った経緯」「学生やその保護

者への説明」「諸手続きなどの実務作業」「社会的な影

響」「効果と課題」「施設設備等の改修の必要性」など

を中心に訪問調査を実施したい。共学化を行うことを

発表した女子大学に対しては「決断に至った経緯」「ど

のような期待をしているか」などについて調査を行い

たい。また、学生募集の停止を決断した女子大学に対

しても、事情や教員の雇用・処遇などの詳細な事情を

把握するための調査を行いたい。その中で「共学化」

「設置者変更」などの選択肢はなかったのかを確認し

たい。

「私立女子大学の共学化」に係る事例研究を加味す

ることによって、将来的なビジョンを踏まえ改革を決

断する判断基準やそれに至った経緯、さらには現場の

考え方などの実態を踏まえた分析が期待できる。図８

においては、私立女子大学の共学化前後の入学定員充

足率を経年変化で確認したところだが、共学化の効果

を事業活動のなかで多様な観点より可能な限りデータ

を抽出し評価していくべきである。例えば、認証評価

や法人が公表する事業報告書など別の観点において、

「私立女子大学の共学化」がとのように評価されてい

るか分析することも有効と思われる。そのなかでは、

自己評価と外部評価ではそれぞれどのように評価され

ているのか確認することもできよう。

以上が本稿の検討結果である。私立女子大学の共学

化は18歳人口の減少を背景とした再編の範疇に含まれ

ることに含まれると思われるが、大学の再編や統合が

さらに加速すれば、近い将来、大学業界は現在のもの

とは大きく異なったマーケットに変化するのかもしれ

ない。大学関係者は危機感を持って対応策をすべきで

あるし、進学希望者は大学の過去の実績やブランド性

だけでなく、自身の将来性や希望と、それに対して大

学が何を与えてくれる期待ができるかなども見据えな

がら選択していく必要があろう。また、３つのポリ

シー（アドミッションポリシー、カリキュラム・ポリ

36 京都女子大学ウェブサイト「女子大学宣言」https://www.kyo-
to-wu.ac.jp/daigaku/kyojo/declaration.html（2025年８月11日
確認。）
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シー、ディプロマ・ポリシー）をしっかり把握して、

自身の将来目標を描くうえで、どう関わってくるのか

あらかじめ十分検討すべきである。

私立女子大学の将来ビジョンを考えると、「女子大

学としての機能を充実させて存続していく」「別学か

ら共学化に転換して、新たな事業展開を図る」「法人合

併や大学の設置者変更などの経営改革を測る」「大学

経営から撤退して、系列の学校の運営に絞って事業活

動を続ける」など、難しい選択を迫られる局面が出て

くると思われる。その大学が置かれた経営環境や経営

資源（人的資源や基本財産など）の保有状況、設置学

部（分野）の将来性、法人の方針、他大学の動向など

を慎重に分析しながら最適な選択を決断していくべき

である。

「別学から共学化に転換して、新たな事業展開を図

る」など、大きな改革の決断に至った場合、在校生に

とって不安や混乱を招く事態にならないよう、最大限

の配慮が求められる。在校生やその保護者、同窓会組

織などの関係機関、さらには教職員に対して、ご理解

いただくための十分な時間と機会を設けて丁寧に説明

したり、別学から共学化に移行するまでに相当な期間

（スパン）を設定することも配慮の一つだと考える。

利害関係者、特に、学生の意見を集めて尊重すること

も大学の姿勢としてあって然るべきではないだろう

か。大学経営陣が、どのような判断をするにしても学

生ファーストの精神は持ち続けて、それを実行してい

くべきである。
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教 育 実 践

学部専門科目「魚病学」で学ぶ農林海洋科学部の実学教育

今城 雅之（高知大学 農林海洋科学部 海洋資源科学科 海洋生物生産学コース）

キーワード：魚病学、農林海洋科学部、専門科目、地

域関連科目、DS・DX 関連科目

１．はじめに
魚病学は、医学や獣医学と同様に「病気」を対象に

した学問分野で、対象動物の病気について研究し、そ

の予防、診断、治療、および健康保持・増進を図るこ

とを目的としたものである。

魚病学は獣医学の一分野に位置づけされるが、日本

では金魚やコイなど観賞魚と養殖魚を対象にしたのが

始まりで、水産研究者によって担われてきた経緯があ

る。特に海水魚の海面養殖が盛んになった1960年代以

降、頻発する魚病問題への対策が重要課題となり、高

知県を含めた海面養殖の盛んな地域を中心に、魚病研

究が本格化していった。

高知大学では1979年４月、楠田理一先生のもと、農

学部栽培漁業学科に水族病理学講座が新設され、歴代

で専門科目「魚病学」を担当して、これまでに水産分

野で活躍する多くの人材育成に貢献してきている。楠

田先生の研究業績は数多くあり、その中で、養殖ブリ

の連鎖球菌症（楠田ほか1976）と抗酸菌症（楠田ほか

1987）を最初に発見した功績を立てており、そうした

高知県での研究の歴史は教育面においても意義深く、

当時はご自身の研究成果をよく講義で紹介していたと

聞いている。そして、著者が2013年にその歴史ある魚

病学を引き継ぎ、現在に至るまで熱意をもって講義に

取り組んでいる。

２．魚病学の概要
魚病学は、長い魚病研究の歴史の中で学問体系が確

立されている。そのため、専門書である恒星社厚生閣

「新版・魚病学概論（小川和夫・飯田貴次編）」を教科

書に使用して、下記15コマを展開している。なお内容

はシラバスから抜粋して一部改変した。

－ 25 －

楠田理一先生瑞宝章勲章受章祝賀会での

門下生達の記念写真

楠田理一先生を偲ぶ会での門下生達の

記念写真



第１回 魚病の概説

魚病の特徴と養殖業における魚病問題について詳し

く解説する。

第２回 ウイルスの概説

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第３章に記載さ

れた内容について詳しく解説する。

第３回 サケ・マス魚類のウイルス病

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第３章に記載さ

れた内容について詳しく解説する。

第４回 淡水魚のウイルス病

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第３章に記載さ

れた内容について詳しく解説する。

第５回 海水魚のウイルス病

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第３章に記載さ

れた内容について詳しく解説する。

第６回 細菌の概説

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第４章に記載さ

れた内容について詳しく解説する。

第７回 サケ・マス魚類の細菌病

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第４章に記載さ

れた内容について詳しく解説する。

第８回 淡水魚の細菌病 その１

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第４章に記載さ

れた内容について詳しく解説し、高知県河川アユでの

冷水病問題と河川環境モニタリングによる流行予測シ

ステムを解説する。

第９回 淡水魚の細菌病 その２

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第４章に記載さ

れた内容について詳しく解説する。

第10回 海水魚の細菌病

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第４章に記載さ

れた内容について詳しく解説し、高知県海面養殖場で

のリアル動画を用いた細菌感染症の早期予知システム

を解説する。

第11回 真菌病

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第５章に記載さ

れた内容について詳しく解説する。

第12回 原虫病

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第６章に記載さ

れた内容について詳しく解説し、高知県海面養殖場で

の白点病問題と養殖環境モニタリングによる発生予測

システムを紹介する。

第13回 寄生虫病

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第８章に記載さ

れた内容について詳しく解説し、高知県海面養殖場で

のハダムシ症の事例を紹介する。

第14回 水産用医薬品について

新版・魚病学概論（恒星社厚生閣）第４章に記載さ

れた内容について詳しく解説し、ICT 技術を活用した

新しい感染症対策の取り組みを紹介する。

第15回 総括

１回から14回までの講義内容について重要点を再度

提示する。
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著者が講義で使用している教科書



３．具体的な取り組み
農林海洋科学部は2023年４月に改組されて、著者の

魚病学がこれまでの必修専門科目（地域関連科目）に

加えて、海洋科学分野における DS・DX 関連科目にも

位置づけられた。そのため、地域が直面する諸課題を

学生自らが探求して、幅広い視点で考え、その解決策

を提案できる人材を育成できるよう、地域＝高知県を

盛り込んだ授業内容を展開している。具体的には、受

講生達に「魚病の歴史を学んでもらう」「魚病の問題を

感じてもらう」「魚病の研究を知ってもらう」の３つを

コンセプトにして、新版・魚病学概論を教科書の主軸

におくことで、専門科目としての学問体系を維持しな

がら、地域関連と DS・DX 関連に関した著者を含めた

最新の研究を紹介している（上述した第８回、第10回、

第12回、第13回、および第14回の下線部分）。

例えば、養殖業者が生け簀の中の魚の様子を水中カ

メラで24時間モニタリングし、AI による画像認識技

術を活用して魚病発生を推定できる技術の研究に取り

組んでおり、将来的に病気の早期発見・早期治療に繋

がり、魚病被害を軽減する地域課題の解決が期待でき

る。これまで得たデータを分かりやすく講義で紹介で

きるよう、令和５年度学長裁量経費の採択事業「魚病

の AI 診断を活用した次世代養殖システムより実践的

に学ぶデータサイエンス教育の強化」と、令和６年度

農林海洋科学部 DS・DX 教育研究推進プロジェクト

の採択事業「魚病 AI 診断を活用した次世代養殖シス

テムより実践的に学ぶ AI・データサイエンス教育の

強化」の中で、講義用の魚病判定 AI ソフトウェアを

開発して、実際に罹患した魚について詳しく解説を

行っている。

他に著者の研究紹介として、河川アユの疫学調査を

取り上げている。高知県は清流に恵まれ、毎年清流の

女王として知られるアユの放流を盛んに行っている

が、その一方で病気の問題に悩まされており、著者は

高知大学公認クラウドファンディングでの多くの方々

からのご支援のもと、今高知県河川で魚病の疫学調査

を実施している。このような研究の動機づけから研究

成果、そして今後の対策に至るまでの様々な経験を実

例にして、地域における魚病問題とその解決に向けた

研究普及活動を受講生に紹介している。また物部キャ

ンパス近くを流れる物部川アユを教室に持ち込んで、

アユの解剖やつかみ取りに挑戦してもらうなど、天然

アユの素晴らしさを知ってもらうイベントも開いてい

る。
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表２ リアリティショックの程度が高かった項目

質問項目 mean (SD)
自分の判断に自信がなかった 4.49 （0.60）
覚えなければならない業務内容が多かった 4.45 （0.63）
医療事故防止に努めなければならなかった 4.45 （0.79）
自分の行った看護に対して責任の重さを感じた 4.42 （0.63）
行ったことのないケアや処置（業務）があった 4.31 （1.02）
一人で業務を行うことに自信がなかった 4.27 （0.85）
勤務時間内での業務の時間配分が難しかった 4.18 （0.86）
重症者や対象者の急変時に対応ができなかった 4.18 （1.09）
専門用語・略語がわからなかった 4.16 （0.83）
業務の優先順位の決定が難しかった 4.16 （0.92）
時間をかけずに確実に仕事をやらなければならないというプレッシャーがあった 4.09 （0.80）
看護実践能力が不足していた 4.07 （0.79）
予定外のことへの対応などで仕事の流れにうまく乗れなかった 4.07 （0.98）
勤務の終わりに何かをやり残したのではないかと不安になった 4.05 （0.97）
対象者の全体像やニーズの把握ができず、アセスメント能力が不足していた 4.05 （0.80）
限られた時間内での情報収集が難しかった 4.00 （0.88）

魚病が疑われるAI 診断画像の様子

著者のクラウドファンディング

物部川アユの解剖の様子



魚病学の中で受講生にあまり評判がよくないのが魚

病特有の症状の解説である。教科書に記載された専門

用語、例えば「糜爛」、「潰瘍」、「結節」など難しいも

のがあり、やはり文章だけで理解させることは難しい。

そのため、日常的に外部から依頼される魚病検査のた

めの検体をタイミングがあえば講義に持っていき、実

際に解剖して実物を見せることで学生の理解を促して

いる。下記の写真は眼球炎症と呼ばれる細菌感染症に

罹患したカンパチ検体を持ち込んだ時の様子で、今カ

ンパチ養殖で被害の大きな病気のひとつである。

そして受講生に最も評判がよいのが養殖場見学であ

る。著者は、これまでに高知県野見湾の養殖カンパチ

を対象にして、被害の多いハダムシ症（今城ほか2015,

2017）、白点病（今城ほか2016）、連鎖球菌症（今城ほ

か2020, 2021; Salif et al., 2024）などの研究を精力的

に行っており、それらの研究意義や成果について講義

で紹介している。この野見湾はリアス式地形に恵まれ

た県有数の養殖生産地で、カンパチ養殖の発祥地とし

て全国的な知名度を持つ。場所は物部キャンパスから

車で１時間ぐらいの距離にあり、講義の時間外学習の

一環として、有志を募って養殖場見学を実施している。

当日は実際に船を出してもらい、現場で餌やりの様子

を見せたり、今現場で取り組んでいる魚病対策や魚病

被害の現状など、養殖業者の声を直接聞く経験をさせ

ることで、講義で学んだ魚病について、体験型の実学

でもう一度学ぶ機会を与えている。また見学後は、養

殖業者のご厚意でカンパチを試食する体験をさせてい

ただいており、とても美味しいと学生達に好評である。

本来であれば、養殖場見学は講義とは別にして、他の

実験や実習で行う形もあるが、できるだけ学んだ知識

を短期で効果的に定着させたいという狙いで行ってい

る。

－ 28 －

物部川アユのつかみ取りの様子

魚病診断のためのカンパチ検体解剖の様子

野見湾での養殖場見学の様子

恒例の養殖カンパチ解体ショー



以上から、魚病学は、従来の対面授業の座学という

範疇を超えて、受講生の五感による体験を重視してい

る。その中でも講義で学ぶ対象をそのまま学生の目の

前でモノとして見せる、触らせる、食べさせるという

手法は、学生の興味と理解をさらに深めるユニークな

手法であると自負している。

４．アンケートの紹介
魚病学は、受講生数が毎年50人程度と農林海洋科学

部の中で比較的受講生の多い専門科目であり、他分野

の学生の受講も目立つ。５週目アンケートの結果を以

下に示したが、５週目の時点で８～９割の割合で受講

生の満足度が高いのが分かる。また15週目アンケート

の手書きの自由記述でも、受講生から好意的で長文の

感想やコメントが数多くみられ、これまで知らなかっ

た魚の病気の問題について知る・考えるといったコメ

ントが多く、講義を通じて受講生の学びがあったもの

と実感している。

［設問内容］この授業で教員は、受講生の学問的関心

や知的好奇心を高めるように授業を進めていると思い

ますか。

⿎ はい 88.6%

⿎ どちらかというとはい 11.4%

⿎ どちらともいえない 0%

⿎ どちらかというといいえ 0%

⿎ いいえ 0%

［上記設問の回答理由をお答えください］

⿟ 配分や内容に気を配っているから。

⿟ 具体例や教科書にないことも説明をしてくれるから。

⿟ 実際に講義で取り扱ったものを見る機会を設ける

などしてくださっているため。

⿟ 魚病についてだけでなく、魚に関することを幅広

く学べて興味深い内容が多い。

⿟ 現物を使って説明してくれたりするから。

⿟ 実際にウイルスに感染した魚を見せていたから。

⿟ 現物を見ることでより関心が高まった。

⿟ 授業に魚を持ち込んで、実際に病気の魚を観察で

きるため。

⿟ 病気の魚などを実際に見せてくれたり、興味を引

くような話し方をしてくれているから。

⿟ 興味をそそられる話し方をしているから。

⿟ なぜ魚病を学ぶ必要があるのか分かりやすく説明

し、特に魚病の重要なポイントを押さえながら講

義を行っているから。

⿟ 実物を見せたり、興味をそそる説明の仕方によっ

て、学生の興味を高めていると感じる。

⿟ 実物を見せてくれたから。

⿟ 高知県での例を紹介するなど、授業内容をより身

近に感じられるようにされているため。

⿟ 実際に魚を持ってきてその場で解剖したり、菌に

感染した様子を学生に見せたりしているため。

⿟ 実際に感染した魚体を授業前に見せてくれるな

ど、魅力的な授業だから。

⿟ 写真だけでなく実際に病気になった魚を見ること

ができるため。

⿟ 実際に魚病にかかっている魚を見せてもらえたの

でとても興味が湧いたから。

⿟ 授業の際に、病気に罹患した魚の検体を持ってき

て説明してくれることもあり、興味が湧きやすい。

⿟ 魚病にかかった魚の死体を用いて授業を進めてい

る。

⿟ 実際に病気にかかった魚の状態を見せてくれたから。

⿟ 実際に魚類を解剖して、どんな魚病が起こってい

るか見せることや、高知で盛んに行われている鮎

の養殖などに絡めて魚病を説明している。

⿟ 実際に病気にかかった魚などを持ってきて見せて

くれるから。

⿟ 実際に病気の魚を見られるのが面白いです。

⿟ 説明が分かりやすい。

⿟ 図や映像を多く用いて、関心を引くようにしてく

れている。

⿟ 言葉のみで説明するのでは無く、物を用いたりし

て授業をしてくださるからです。
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［設問内容］この授業で教員は、受講生の知識・能力

や興味・関心を確認しながら授業を行っていると思い

ますか。

⿎ はい 71.4%

⿎ どちらかというとはい 28.6%

⿎ どちらともいえない 0%

⿎ どちらかというといいえ 0%

⿎ いいえ 0%

［上記設問の回答理由をお答えください］

⿟ 毎授業感想を書くため。

⿟ 私たちの反応を確認しながら話してくれているか

ら。

⿟ 授業中にしっかりと受講生側に理解しているかな

ど問いかけてくださるため。

⿟ 実際に病気にかかった魚を観察する時間をとって

いて、おもしろい。

⿟ 所々に関連する別の話題をだすことで包括的な理

解度を確認していたため。

⿟ 授業後のアンケートで質問できるため。

⿟ 生徒と積極的に交流を図っているように感じるか

ら。

⿟ 受講生は魚病に関する知識がないという前提で、

講義を進めているから。

⿟ 授業後に提出する質問がこれにあたると考える。

⿟ 理解しているかどうか確認しているから。

⿟ 授業内容について理解できているかどうか適宜確

認し、質問も受け付けているため。

⿟ 説明した内容について、学生が理解しやすいよう

に補足したり、確認をしているため。

⿟ 受講生の反応を意識しながら講義を行っているよ

うに感じられるため。

⿟ 分かりにくいところはゆっくり解説してくれるか

ら。

⿟ 難しい範囲をやった後は確認や復習の時間を取っ

てくれる。

⿟ 都度質問や反応を確認している。

⿟ 受講生の反応を見ながら授業を進めているから。

⿟ 授業後に感想、質問の回答から確認していると思

うから。

⿟ 覚えてるのか少し問いを生徒に投げかけている。

⿟ 授業後に質問する時間があるのでいいと思う。

⿟ 理解しているかどうか聞きながら進めてくれてい

る。

⿟ 特に理解するのが難しいと思われる部分は、何度

も説明してくれている。

⿟ 様々な資料などを使って授業をしてくださってい

るので、とても理解しやすく分かりやすいからで

す。

［設問内容］この授業で教員は、受講生に分かりやす

い授業をするように努めていると思いますか。

⿎ はい 88.6%

⿎ どちらかというとはい 11.4%

⿎ どちらともいえない 0%

⿎ どちらかというといいえ 0%

⿎ いいえ 0%

［上記設問の回答理由をお答えください］

⿟ 配分や内容に気を配っているため。

⿟ 身近な例を交えながら説明してくれるから。

⿟ 教科書以外にもグラフなど様々な資料を提示して

くださっているため。

⿟ わかりやすい説明だった。

⿟ PowerPoint の資料が分かりやすいため。

⿟ 配布資料を使いながら、丁寧に説明してくれてい

る。

⿟ 分かりやすい話し方をしているから。

⿟ 実際に病気を患った魚を見せるなど、魚病を身近

なものとして受講生に感じさせているから。

⿟ サンプルなどを見せながらの授業は非常にわかり

やすい。

⿟ 難しいことをそのまま言っているから。

⿟ 複雑な箇所については繰り返し丁寧に説明されて
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いるため。

⿟ スライドや説明に補足を加えながら分かりやすく

話しているため。

⿟ 難しい専門的な内容をわかりやすく教えてくれる

から。

⿟ 講義において、どの部分が大事で押さえておくべき

なのかを詳しく教えてくれるため分かりやすい。

⿟ 授業スライドに加えて追加で資料を紹介してくれ

るので、授業で分からなかったことの解決がしや

すいから。

⿟ 実物を用いたりしていたので、分かりやすいと思

いました。

⿟ スライドが分かりやすい。

⿟ 用語の紹介から解説までわかりやすい。

⿟ 比較的わかりやすい言葉で説明されているから。

⿟ 魚病のウイルスを見せることや簡単に言い換えた

りすることで行なっていると思ったため。

⿟ 資料と教科書を用いて詳しく教えているから。

⿟ 病気について要所をかみ砕いて説明してくれてい

ると感じる。

⿟ 病気になった魚やウイルスを実際にもってきてく

れたのが分かりやすかった。

⿟ 専門用語が多いが、できるだけわかりやすく言い

換えてくれている。

⿟ 説明が分かりやすく、理解しやすいからです。

［設問内容］この授業で教員は、受講生の意欲的・自

主的な学びを引き出すための工夫をしていると思いま

すか。

⿎ はい 60%

⿎ どちらかというとはい 34.2%

⿎ どちらともいえない 2.9%

⿎ どちらかというといいえ 2.9%

⿎ いいえ 0%

［上記設問の回答理由をお答えください］

⿟ 現物も利用しているため。

⿟ 上記に同様に実際に検体を持ってくることで理解

を深めていた。

⿟ 質問などにも返答しているから。

⿟ 工夫が見えないから。

⿟ 授業で教わった魚病を引き起こすウイルスについ

て詳しく知りたいと思っているため。

⿟ 高知の特色を踏まえながら説明をしてくれるため

調べやすい。

⿟ 魚の解剖の様子を見ることができ、学生が興味を

持ちやすいと感じたため。

⿟ 魚病をもっと知ってほしいという先生の熱意が伝

わり、私も魚病のことを知らなければという意欲

が出てきたから。

⿟ 参考資料や身近な例、また教科書には載っていな

い魚病の現状や背景などを適宜紹介しているた

め。

⿟ 参考資料などを配布しており、授業外での学習に

取り組みやすい。

⿟ 自主的に確認しておくための資料などを用意して

くださっているため。

⿟ 実際に病気の魚を見せてくれたり、予習として簡

単な資料を読んでくるようにしているから。

⿟ 実物を見せることで学生の意欲を引き立てている

と感じる。

⿟ 実際に高知で行われている魚病への対策を紹介し

ながら授業を進めているため。

⿟ 実際の症例を示して興味をひかれるから。

⿟ 漁業への影響など生活に影響があることを紹介し

てくれる。

⿟ 高知の養殖などでどのような魚病が起きているの

か説明することで、自分は意欲的に学習を行いた

いと感じたため。

⿟ 実際に魚を見て詳しく勉強したいと思うことが出

来た。

⿟ 図や写真、映像を多く用いて気を引くような工夫

がある。

⿟ 授業中で扱った病気を患った魚を用いた説明が

あった。
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⿟ 言葉だけで無く、資料を用いて説明してくださっ

ているからです。

⿟ 身近な河川から、興味関心を引く授業を展開して

いる。メモとして授業前に見ておくべき資料をく

れる。

⿟ 受講生が退屈しないような授業の展開をしている

から。

⿟ 病気について後から調べる時間を設けている。

［設問内容］この授業で教員は、授業をより良くする

ための試みをしていると思いますか。

⿎ はい 85.7%

⿎ どちらかというとはい 8.5%

⿎ どちらともいえない 2.9%

⿎ どちらかというといいえ 2.9%

⿎ いいえ 0%

［上記設問の回答理由をお答えください］

⿟ 配分や内容に気を配っているため。

⿟ 実物を持ってきて、生徒に見せることがあるため。

⿟ 講義後のアンケートで受講生の意見を集めている

から。

⿟ アンケートを取っているため。

⿟ 毎回教科書にない追加情報を多く教えてくれた

り、生徒が理解しやすいよう例を出すなどをして

くれるから。

⿟ 実物を見せたり工夫しているから。

⿟ 教科書や PowerPoint の資料を読む際も学生が興

味を持ちやすいようにしているため。

⿟ 授業後に質問できる点や理解確認をする点から、

よりよくするための試みをしていると感じる。

⿟ 生徒の反応を見て授業を進めているから。

⿟ 受講生からの声を講義に取り入れより良いものに

しようとしてくださっているため。

⿟ 質問内容や例年の受講生の反応を受けて、授業内

容の説明がされているため。

⿟ 生徒が興味を持つような工夫が感じられるから。

⿟ 特別な試みがないから。

⿟ 過去の受講生の反応を例に挙げ、難しい箇所は皆

そう思っていたから過度に不安に思わなくてよい

と安心させたりと、過去の経験から授業をよりよ

くさせていると思うため。

⿟ 分かりやすいから。

⿟ 実際に魚病がどんなものかを見せることで行なっ

ていると感じたため。

⿟ スライドがまとめられている。

⿟ 実際に解剖しているところを見せてくれたり、魚

の説明をしてくれるから。

⿟ 様々な方法で授業が行われているからです。

⿟ 面白さも入れて授業をしてくれようとしている。

⿟ こういったアンケートや生徒とのコミュニケー

ションを通して、改善を図っている。

⿟ 分かりやすいかどうか生徒に時々問うている。

⿟ 後でわかるように参考資料を載せている。

［設問内容］この授業は、総合的に考えて、満足がい

くものだと思いますか。

⿎ はい 80%

⿎ どちらかというとはい 14.3%

⿎ どちらともいえない 5.7%

⿎ どちらかというといいえ 0%

⿎ いいえ 0%

［上記設問の回答理由をお答えください］

⿟ 魚病について基礎を学べるため。

⿟ 様々な話題について提供してくれるから。

⿟ 満足しているから。

⿟ 十分なところと不十分なところが半々だから。

⿟ 重点的に学ぶべき点や用語をわかりやすく伝えて

いる。

⿟ 魚病についてかなり説明ができるようになり、興

味も持てるようになったから。

⿟ 毎回違った種類の魚や病気を見ることができて楽

しい。
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⿟ 難しい部分も受講生が理解しやすいような説明を

し、受講生が意欲的に学べる講義になっているか

ら。

⿟ 魚病の歴史や現状、またその背景などについて丁

寧に説明されているため。

⿟ 内容が濃くて面白いから。

⿟ 学びたい内容をしっかり学べているため。

⿟ 病気にかかった魚を見る機会は滅多にないし、授

業内容も面白いから。

⿟ 完了していない授業の評価はできない。

⿟ 授業を通してより詳しく勉強したいと思った。

⿟ とても分かりやすく、楽しく感じているからです。

⿟ 知識的な部分と実践的なもの（実際に取られてい

る対策や解剖、解析など）を織り交ぜて授業を進

めているため。

⿟ とても興味を惹かれる内容で、学んでいて楽しい

から。

⿟ 授業で実際のものを見せて、高知大学で学んでい

るからこそ高知での問題を絡めて学んでいるの

で、満足のいくものと思ったため。

⿟ 多くの工夫をしてくれているが、教科書を読んで

いるだけの部分が多いため。

⿟ 楽しく専門的な内容について学ぶことができるた

め。

⿟ 様々な魚病の歴史や特徴、対策を分かりやすく知

ることができるため満足です。

⿟ 知りたいと思うところをすべて詳しく習うことが

できる。授業を受けて終わると魚病に関して興味

が増しているから。

⿟ 魚病について理解を進められる。

⿟ 実物がみられる授業はなかなかないので比較的満

足している。

［設問内容］あなたが、この授業に関して感じている

ことを、自由に記述して下さい。とくに、この授業の

「良い点」および「改善して欲しい点」について、強く

感じていることを記述して下さい。

⿟ これからも具体例を見せるなどして、分かりやす

く、楽しい授業にしていってほしい。

⿟ 良い点 実際の魚病を見せること授業内で魚を見

られるのはとても良いと思います。

⿟ 菌などを直接見る機会がある点は非常にいい点だ

と考える。改善してほしい点はとくにない。

⿟ 病気の症例を、感染している魚を実際に持ってき

たり、菌の様子を見せてくれるところがありがた

い。

⿟ 分かりづらい点をゆっくり解説してくれるのでわ

かりやすいです。

⿟ 実際に資料を用いて授業を行ったり、分かりやす

い説明でとても楽しい授業です。

⿟ 良い点は、病気の説明だけでなく実際に見れて理

解が深まるところ。

⿟ 先生の魚病に関する話が面白い。

⿟ 良い点は関心を引き出そうとしてくれているとこ

ろ。

⿟ 教員がこちらの反応を見て授業を進めているの

で、理解がしやすい。

⿟ 重要なところはこまめに教えてくれるので要点が

つかみやすい。

⿟ 教科書を音読するときがあるが、それを授業スラ

イドに盛り込んでしまえば時間の短縮につながる

と感じた。

⿟ 実際に魚を持ってくることを続けてほしい。

⿟ 魚病に関する知識をもっと身につけたいと思っ

た。

⿟ 実際に魚やウイルスを見せてくれたり、かみ砕い

て説明をしてくれたりしているためわかりやす

い。

⿟ 授業で学んだことが、それぞれつながるような展

開で分かりやすい。

⿟ この授業を受け、魚病学への興味が高まった。

⿟ 先生が魚病のことを好き（？）なことが伝わって

きて大変おもしろい授業だと思います。

⿟ 改善してほしい点は特にありません。今後も現在

のような形態で講義を続けていただきたいです。
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⿟ 良い点は様々な資料を提示してくださったり、講

義で取り扱った実物を見せていただける点。

⿟ 教科書には載っていない身近な例を紹介すること

で、授業内容をより身近に感じることができるの

は良い点であると考えます。また複雑な部分につ

いては繰り返し丁寧に説明され、質問をする機会

も与えられているため、より授業内容を理解しや

すいことも良い点であると考えます。改善してほ

しい点は特にないです。

⿟ 難しい内容でもわかりやすくしっかり説明されて

いる。病体の魚を実際に見ることができ、興味関

心を惹かれる内容になっている。

上記５週目アンケート結果のうち、フィードバック

した３つのコメントは、上記の下線で示したよう、次

のとおりである。

⿟ この授業で教員は、受講生に分かりやすい授業を

するように努めていると思いますかについての

「難しいことをそのまま言っているから」

⿟ この授業で教員は、受講生の意欲的・自主的な学

びを引き出すための工夫をしていると思いますか

の「工夫が見えないから」

⿟ この授業で教員は、授業をより良くするための試

みをしていると思いますかについての「特別な試

みがないから」

これらに対応する形で、講義資料作成の改善と、簡

易な魚病診断手法や寄生虫の観察を新たに講義の中に

組み込んだ。そして、15週目アンケートの中で上記の

フィードバック内容の検証を行い、新たに取り組んだ

内容に関してきちんとした反応があり、手ごたえは十

分にあったと考える。

５．まとめ
魚病学は著者も遠い昔に受講した科目である。ただ

し、残念ながら楠田理一先生が退官された直後で、当

時著者が受講した魚病学に関する率直な感想は「講義

を聞いて教科書を読んでもよく分からない授業だな」

と、その特殊な世界観も相まって、残念ながら内容の

記憶はない。しかし、分からないから研究室分属をし

て研究してやろうという動機になった。

あれから歳月は流れて、今はネット社会で情報が溢

れているにも関わらず、依然として一般人が魚病に関

する情報を目にしたり耳にしたりする機会はそう多く

ない。そうした下地のない受講生に魚病を理解させる

ことの難しさを日々痛感して、魚病を実感できる「リ

アル」な講義を目指し、これまでの受講生達から高い

評価を受けて、今回令和６年度高知大学教育奨励賞を

受賞させていただくことになった。このことはひとつ

の結果だと受け止めているが、著者の思う学生教育に

おいてはまだ通過点にしかすぎない。医学や獣医学で

研究対象となるインフルエンザウイルス、コロナウイ

ルス、鳥インフルエンザウイルスなどと同じ世界観が

魚病学にもある。著者が常々魚病学を受講した学生に

期待するのは、安くて美味しい養殖魚を食べながら、

あるいはスーパーなどで並んでいる養殖魚を見なが

ら、まだ魚病を知らない周りの人達に魚病問題の認知

度を高めてもらい、多くの人に生産者の苦労を知って

もらって、もっと日本の養殖魚の価値を上げたい。そ

して卒業して社会人になって、今度は色々な立場に

立って水産業界で活躍して欲しい。そうしたきっかけ

が著者の魚病学であったらという思いである。これか

らも熱意を持って講義に取り組んでいきます。
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教 育 実 践

理論と実践を往還する主体的・対話的な授業づくり
－「中等国語科指導法Ⅰ」を事例として －

⁋ 尚実（高知大学教育学部）

キーワード：モチベーション、振り返り、教職、教員経験、

国語教育学

１．はじめに
この度、令和６年度高知大学教育奨励賞を頂いた。

長く広島県の公立高等学校に勤務し、令和６年４月か

ら本学で初めて大学生を対象に授業を担当することに

なった。高校教員としての経験が大学の授業づくりに

活かせるかどうか不安に思う点もあったが、賞を頂い

たことが大きな自信と励みになった。改めて、受講生

や教職員の皆さまに感謝申し上げたい。

本稿では、受賞の対象となった科目「中等国語科指

導法Ⅰ」において、学生が授業のどのような点を評価

したのか、またその背景にどのような授業づくりの工

夫があったのかを、具体的に記していきたい。「国語

科」や「指導法」の講義のみならず、広く大学の講義

全般に応用可能なので、微力ながら、本稿が大学の授

業改善を推進する材料の一つとなれば幸いである。

２．「中等国語科指導法Ⅰ」とは
「中等国語科指導法Ⅰ」は、中学校国語科の教員免

許取得希望者を対象とした科目である。主に教育学部

の２年生と人文社会科学部の３年生が選択し、令和６

年は43名が受講している。授業の目標は、中学校国語

科教育の目標・内容・評価等について理解し、「話すこ

と・聞くこと」「書くこと」「読むこと」の各領域の学

習指導について考察を深めることである。評価方法

は、筆記試験（40％）、単元計画・発問計画等の提出物

（30％）、学習意欲・授業参加度（10％）、講義の振り返

り（20％）である。

自身の使命は、高等学校教諭という経歴を活かし、

学生に教職の魅力を実感をもって伝え、確かな国語

力・授業力のある国語教師を育成することだと考えて

いる。「自分を超える国語教師を育てたい」という思

いで授業に取り組んでいる。

３．学生の評価 ―授業アンケートから―
学生は、授業のどのような点を評価しているのだろ

うか。授業アンケートの結果をもとに分析する。

3.1 モチベーションが向上した教員の言動

受講生の学習意欲を向上させることは、受講生の知

識及び技能の習得、履修中のみならず履修後も学び続

ける姿勢を養う上で重要である。学び創造センター

「授業改善支援プログラム」が中等国語科指導法Ⅰの

受講生（当日参加者37名）を対象に実施したグループ

インタビューの結果から、授業者のどのような態度、

授業のどのような内容がモチベーションを向上させる

のかを以下に明らかにする。
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3.1.1 講義中の笑顔

学生Ａ

いつも笑顔で講義をしてくれることで、私自身も

いい気持ちで講義を受けられることがモチベーショ

ンになっています。昨年まで高校の教員をやられて

いたことも関係すると思いますが、他の大学の先生

と違い、アットホームな空気を醸し出しており、変

に緊張せずに楽しく講義を受けられています。

回答者37名全員が「笑顔が素敵だ」と答えてくれた。

受講生からの指摘で、自身が笑顔で授業をしていたこ

とに逆に初めて気づかされて驚いた。笑顔をつくった

覚えはなく、毎週の講義で受講生に話をしたり、やり

取りしたりすること自体がただ楽しかった。授業者の

「授業をすることが楽しい」という思いが自然と表情

に出たことで、受講生の緊張が和らぎ、講義室の空気

が親和的なものになる効果があったことが分かる。ま

た、授業者の笑顔は、教職を選択している受講生に対

して、「授業をすることは楽しいことだ」と伝える無言

のメッセージとしても機能していたと考えられる。

3.1.2 受講生への肯定的反応、講義への位置づけ

受講生に対する授業者の反応について、「モチベー

ションが上がった」と評価された内容を以下に挙げる。

学生Ｂ

全体で意見を発表する時に、出した意見の良いと

ころを見つけて褒めてくれたところ。

学生Ｃ

意見を出した際にその意見を否定せず、毎回うな

ずきながら聞いて下さったり、意見を認めてくださ

る部分。

学生Ｄ

学生の意見を積極的に拾いながら話を進めてくれ

るので、自分がきちんと学習に参加しているという

意識を持てる。

学生Ｅ

生徒の意見や行動を受け入れて、それらのことを

学びに繋げようという姿勢を感じます。そうするこ

とによって授業の雰囲気が良くなっていると思いま

す。

「授業は学生と教員とで共につくるもの」という意

識をもって、受講生一人ひとりの意見を大切に授業を

展開してきた。この姿勢が評価されたと考えられる。

学生Ｂの「意見の良いところを見つけて褒めてくれ

た」・学生Ｃの「否定せず、毎回うなずきながら聞いて

下さったり、意見を認めてくださる」といった意見か

ら、受講生が自分の意見を受容し、認めてもらうこと

によってモチベーションが向上することが分かる。ま

た、学生Ｄの「学生の意見を積極的に拾いながら話を

進めてくれるので、自分がきちんと学習に参加してい

るという意識を持てる」や学生Ｅの「生徒の意見や行

動を受け入れて、それらのことを学びに繋げようとい

う姿勢を感じます」といった意見から、受講生が自分

たちの意見が講義の中に位置づけられ、学びに繋がる

ことによって、学習意欲を向上させることが分かる。

「国語教育学」という学問の中に、自分達の考えが位置

づけられていくことで、「国語教育学」が自分達と切り

離されたものではなく、その歴史と伝統を継承し、か

つ未来の教師として新たに切り拓いていくものとな

り、主体的な関わりを促すのではないだろうか。

3.1.3 高校教員としての経験談

高校教員の経験を評価した意見を、以下に示す。

学生Ｆ

教師としての実際の経験を聞いた事が、学校で働

くということを意識させられ、学びに前向きになっ

た。

学生Ｇ

実際に教師として嫌だったことや、乗り越えたこ

となど、教育現場の実態を知ることができて、モチ

ベーションが上がった。

学生Ｆや学生Ｇの意見から、教員としての「実際の

経験」「教育現場の実態」の話をしたことが、彼らに将
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来「学校で働くということ」をイメージさせ、学習意

欲が向上していることが分かる。

3.1.4 講義内容・資料の工夫

抽象的になりがちな講義内容についても、実際の学

校現場の様子と関連づけたり、具体例を示したりしな

がら授業を展開したことが、以下のように学生に評価

されている。

学生Ｈ

中高の教育内容について、現在の状況を教えてく

ださるから、積極的に授業内容や指導案を考えられ

る環境で学びやすい。

学生Ｉ

具体例を出しながら授業を進めているため、とて

も分かりやすい。

3.1.5 講義の導入の工夫

講義の導入において、身近な話題やニュース等と講

義内容を関連付けることも、次のように受講生の学ぶ

意欲を喚起している。

学習者Ｊ

毎授業の導入で、身近な世間話と授業内容を繋げ

た話や、前回の授業の振り返りをしてくださるので、

これから授業を受けるぞという意欲が湧いてきま

す。

以上のことから、学生のモチベーションを向上させ

るには、授業者の受講生に対する肯定的な表情・態度、

受講生の発言を講義に位置づけて主体的な参加を促す

こと、「現実社会」と「講義内容」をつないで具体的な

イメージをもたせることが有効だと言える。

3.2 将来教員になった場合、力になるか

次に、学び創造センターに追加で依頼したアンケー

ト調査の結果について分析する。質問項目は、「この

授業は、将来教員になった場合、あなたの力になると

思いますか。教員志望でない場合も、「なるとしたら」

と仮定して回答してください。」である。４択で回答

を求めた結果、〔図１〕のように、「非常にそう思う」

の割合が81.1％であった。「ややそう思う」を加えた

肯定的評価の割合は97.3% であり、ほぼ全受講生が

「この授業は将来教員になった場合、自分の力になる」

と受け止めていたことが分かる。

では、受講生はこの授業のどのようなところを「力

になる」と評価していたのだろうか。先の質問につい

て、受講生がその理由を自由記述で回答したものを、

以下の〔表１〕にまとめた。
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「将来教員になった場合力になる」と肯定的に評価

した理由の主なものは、〔表１〕中の①にあるように、

稿者の教員経験に基づく話が参考になるという回答で

あった。②～⑥、⑧の意見も稿者の教員経験に裏付け

られたものが多いと推測される。「② 教員に必要な

スキルや授業づくりの工夫を具体的に教えてくれる」

という意見からは、受講生が「具体的に」教えてもら

うことを「力になる」と考えていることが分かる。こ

れは、「③ 生徒の反応を教えてもらえて、生徒の視点

から授業づくりが学べる」や「⑥ 教科書や学習指導

要領の知識以上の内容を教えてくれる」とも関連付け

られるだろう。理論や文言だけに留まらず、実際の授

業づくりにつながる具体的な内容、知識や理解だけで

はなく、実際にできるようになることを受講生は求め

ているのである。

加えて、受講生が予想以上に主体的に授業に参加し

ていたことに驚かされた。③に加え、「④ 先生の振

る舞いや授業の工夫・構成が将来の参考になる」「⑤

経験談を聞いて、自分だったらどうするかを考えて授

業を受けられる」とあるように、「自分が将来教壇に立

つ」という意識で授業に臨んでいたことが分かる。ま

た、受講生にとっては、授業者だけではなく、「⑦ 多

様な学生の意見」も有益な学びだったようである。

４．授業の工夫
前節では、本授業のどのような点が受講生のモチ

ベーションを高めたのか、「教員になった場合力にな

る」と評価されたのかを、受講生のアンケートから分

析した。本節では、稿者が授業をつくる上で意識して

きたことや、具体的な工夫について述べていく。

4.1 理論と実践の往還

稿者が授業を実施する上で重視していたことは、「理

論と実践の往還」である。理論を実践へと具体化し、

実践を理論へと抽象化・概念化することを意識して授

業を行った。また、理論と実践の往還の過程を、主体

的・対話的な学びでつないでいくことを心掛けた。以

下の〔図２〕に、「理論と実践を往還する授業」のイメー

ジ図を示す。

稿者の授業において、「主体的な学び」とは、学生が

「学生」の視点から移行して、「教師」として授業づく

りの課題を考えていくことである。「対話的な学び」

とは言語を通じた異質な他者との学び合いだと考えて

いる。他者の意見から新たな発見を得ることはもちろ

ん、自分の考えを言語化していく作業を通じて、自分

の考えが明確になったり、自分自身でさえ気付いてい

なかったことが明らかになったりする。

次に、国語科指導法における「理論と実践の往還」

を具体的な授業内容に基づいて説明する。〔図３〕に

示すように、国語科の各領域・事項における理論的な

内容を単に理論の学習として終わらせるのではなく、

実際の教材を用いて授業化できるかどうか、具体化し

てやってみる。そして、実際にやってみたら、新たな

疑問や課題が生じて、再び理論に立ち返ってみる。こ

のような流れを意図して、授業を構成した。

〔図３〕の「書くこと」の領域を例に、授業の実際

について述べる。ここでは、「実の場」という概念を踏

まえて、「意見文を書く」という活動を行った。「実の
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場」とは、国語教育において、特に表現活動を行う際

に重要視される考え方である。児童・生徒に表現させ

る場面を、教室の中の「学習」として閉じたものにす

るのではなく、現実社会とつなげ、児童・生徒が本気

で取り組みたくなる、表現の必然がある課題設定にす

ることを意味している。この時、受講生がどのように

理論を具体化したかについては、後の「4.3 対話的な

学びを促す工夫」で述べたい。

4.2 主体的な学びを促す工夫

指導法の講義の特徴として、受講生の意識を授業の

「受け手（学生）」から「作り手（教師）」に変えること

がある。これは、授業の「主体者」として講義に臨む

ことを意味している。そこで、本講義では第１回目の

講義開きで、次のようなことを明言し、受講生に意識

改革を促している。２回目以降の講義でも、折に触れ

て繰り返し言葉にして伝えてきた。

Ⅰ 「この講義は、学生として受講するだけではなく、

この講義そのものを俯瞰し、教員の授業態度や授業づ

くりを評価する『教員の視点』が必要である」

Ⅱ 「あなた達を、学生としてだけではなく、将来

の同僚として見ている」

Ⅲ 「『学習指導要領』の改訂は既に始まっている。現

行の『学習指導要領』はすぐに過去のものになる。『学

習指導要領』はよくできているが、完璧ではない。」

Ⅱは受講生に対して「将来の同僚として見ている」

と伝えることで、稿者から教師として見られているこ

とを意識させている。他者（稿者）からの眼差しによっ

て、教師としての自覚を促しているのである。受講生

の感想でも、「同僚として見ている」という言葉が印象

に残ったようで、「身が引き締まる思いがした」「嬉し

かった」という意見が複数見られた。Ⅲでは、本授業

のテキストである『学習指導要領』を「すぐに過去の

ものになる」「完璧ではない」とあえて否定することに

よって、受講生に批判的な思考や教育への参画を促し

ている。これからの時代は、教師自身が社会の変化に

敏感になり、目の前の児童・生徒に必要な力は何か、

常に考え、授業を更新していくことがいっそう求めら

れる。教師が授業や教育を創造する主体であることに

気付かせ、新しい教育を自らがつくっていくのだとい

う意識で授業に取り組むよう促した。

4.3 対話的な学びを促す工夫

授業では、ペアワークやグループ活動を積極的に取

り入れている。

4.3.1 受講生への声掛け

活動の際に、稿者が繰り返し伝えているのは「グルー

プに貢献しなさい」という言葉である。貢献の仕方は

さまざまで、適切な意見を述べるだけではなく、質問

したり、うなずいたり、明るい雰囲気をつくったり、

グループ活動を推進するための行為全てが、貢献だと

考えている。「積極的に意見を言いなさい」のように、

受講生に「～しなくてはならない」という義務感をも

たせるのではなく、「貢献する」という前向きな表現を

使うことによって、各受講生が他者のために良いこと

をしているという意識をもち、進んで活動に参加でき

る雰囲気をつくりたいと考えたのである。

4.3.2 ICT の活用

先に述べた「意見文を書く」の授業づくりを例に、

ICT を活用した対話的な学びを促す工夫について述

べる。以下の〔図４〕は、受講生が「実の場」の理論

を踏まえて、「意見文を書く」活動例をグループ内で出

し合ったものである。Google スライドの付箋機能を

使って作成している。
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〔図４〕Google スライドの例



講義では、各グループが挙げた例を、受講生全体で

同時に共有することができる。ICT 活用によって、思

考の可視化・共有化を促すことができ、対話的な学び

が成立している。各グループのスライドに対して、稿

者から「生徒が本気で取り組みたくなる課題か」「必然

はあるか」という問いかけ・揺さぶりを行い、「実の場」

として適切な事例かどうかを考えさせた。受講生が理

論を具体化した例を、再び理論へと導く「往還」を促

している。〔図４〕中の「地域の課題について、調査し、

根拠を明確にした改善案の意見文を提案し、市役所の

人に聞いてもらう」という例は、総合的な学習の時間

と関連づけることも可能で、カリキュラムマネジメン

トの観点からも優れている。また、「修学旅行で行き

たい場所とその理由」「校則改善の意見文」等は、生徒

の学生生活とつながっており、生徒が取り組みたくな

る課題設定として評価できる。いずれも「実の場」を

意識した事例が工夫されている。

4.3.3 座席指定の工夫

毎回の講義の座席は、次の〔図５〕のように、くじ

引きで座席指定を行っている。自由座席にせず、座席

を固定しないのは、いつも親しい者同士でばかり座っ

ていると、グループの話し合いにおいて、役割が固定

化し、意見の停滞・硬直を招くと考えたからである。

言語を通じていかに自分の考えを伝え合うか、このこ

とが対話的な学びにおいて、重要だと考えている。

ペアワーク・グループワークに取り組みやすい座席

になっているか、欠席者がいることで活動に取り組み

にくくなっているグループがないか、常に注意して見

ている。ペアがいなかったり、歪なグループ編成に

なったりした場合には、学生自身が声をかけあって、

適切なペア・グループ編成になるように指示している。

これは、いわば「仲間づくり」であり、講義室内の受

講生同士が「共に学ぶ仲間」「協働するチーム」という

意識で授業に臨み、講義室全体に一体感をもたせるた

めの働きかけである。

インターネット上には便利な席替えアプリも多く存

在している。しかし、「割りばしくじ」というアナログ

なものをあえて使用したことには、理由がある。アナ

ログなものを活用すると、身体性を伴うことに価値が

ある。身体性を伴う活動は、学生同士の距離感を縮め

たり、コミュニケーションをスムーズにしたりする上

で有効である。ここにデジタルには無い魅力がある。

4.3.4 「振り返り」の記入と共有

授業では、毎時間の終わりに「振り返り」の記入を

課している。「振り返り」の構成は次の通りである。

(1) 本時の重要な概念についての説明（200字）

(2)今日の「なるほど」(200字)

「（１）本時の重要な概念についての説明」とは、授

業内容の理解度を確認するための課題である。「(２)

今日の「なるほど」」とは、授業の内容あるいは授業者

の指導方法について、「なるほど」と参考になったこと

を具体的に挙げ、その理由を書く課題である。この「な

るほど」というフレーズは、稿者の恩師である田中宏

幸が安田女子大学の教職課程で行っていた取組を参考

にした。田中は「今日の講義で何でも『そうか、なる

ほど』と思ったことを書くように」と指示し、次回の

講義にその内容の一覧を配付していた。稿者はこの取

組を参考にし、「なるほど」の内容を、「講義内容」か

「指導方法」のいずれかに絞って記述するように指示

した。「なるほど」という親しみやすい名称にするこ

とで、受講生の負担感を軽減し、気軽に取り組める点
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が魅力である。

受講生が提出した「振り返り」から、優れた内容の

ものを〔図６〕〔図７〕のように一覧にまとめ、次時の

授業で受講生全体に提示した。〔図７〕の１・２の意見

等から、受講生が稿者の発言や授業態度を、教師とし

ての視点で意味づけている様子が窺える。「我が事」

として主体的に授業に参加しているのである。また、

毎時間、これらの優れた意見の中から、どの意見が自

分の心に響いたかを、その理由と共にペアの人と伝え

合う時間をとっている。これは対話的な学びと言え

る。このような主体的・対話的な活動を通して、受講

生は自らの教育観や授業観を明確にしていくことがで

きるだろう。鶴田（2013）が「「国語科指導法」の授業

自体を学生の授業づくりの参考にさせること」と述べ

たように、「振り返り」とその共有は、受講生が教師の

視点で授業を理論化することにつながっていくのであ

る。

５．まとめ
これまで、稿者が担当している「中等国語科指導法

Ⅰ」の講義を例に、学生が授業のどのような点を評価

しているのか、また授業者はどのようなことを意識し

て授業をつくっているのかを記してきた。学生の学習

意欲を高め、「将来の力になる」と教育効果が実感でき

る授業をつくるために重要なこととして、以下の４点

を挙げる。

〇授業は学生と一緒につくるという意識で臨む

授業者が学生に対して肯定的な態度を示すこ

とが、学生のモチベーションを向上させる

〇現実（学校や授業）と講義内容（理論）をつなぐ

講義内容を具体化することが理解を促進する

具体的事象を理論化することで概念化を図る

〇主体的な学びを促す工夫をする

学生に主体（教師）となる視点を与える

「振り返り」の活用

〇対話的な学びを促す工夫をする

受講生の発言を受け止め、授業に位置づける

「振り返り」の共有

「異質な他者」とのグループ編成

グループに「貢献する」意識をもたせる

ICT 活用による思考の可視化・共有化

－ 43 －
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教 育 実 践

看護学生における多職種連携に対する認識

下元 理恵（高知大学医学部看護学科） 松本 智津（高知大学医学部看護学科）
大坂 京子（高知大学医学部看護学科）

キーワード：看護学生、多職種連携、認識

１．はじめに
看護師は、「保健師助産師看護師法」に基づき、「診

療の補助」および「療養上の世話」を担っており、医

師をはじめ、薬剤師、栄養士、理学療法士、メディカ

ルソーシャルワーカーなどの専門職と連携しながら、

チーム医療の一員として協働している。現代の高度

化・複雑化した保健・医療・福祉の現場では、看護職

が単独で医療サービスを提供することはほとんどな

く、患者・家族のニーズに対応するためにさまざまな

職種が同じ目的をもって協力し合う「多職種連携」が

重視されている。この多職種連携は、厚生労働省の進

める地域包括ケアシステムとよばれる総合的な体制に

も必要不可欠な手段である。

日本看護系大学協議会は、看護系大学の教育におけ

る到達目標の指針となる、「学士課程においてコアと

なる看護実践能力と卒業時到達目標」1)の中で、チー

ム医療に関する達成目標を明示している。2025年に改

訂された看護教育モデル・コア・カリキュラム2)（以

下、モデル・コアカリ）では、基本的資質・能力の11

領域の１つとして多職種連携能力が位置づけられ、専

門職連携教育Interprofessional Education（以下、IPE）

を通じてチーム医療が実践できる優れた医療人を養成

することがアウトカムとして盛り込まれた。本学看護

学科におけるIPE関連科目は「地域看護学（１年生）」

「在宅看護学概論（２年生）」などがあげられる。

加えて、2022年４月から保健師助産師看護師学校養

成所指定規則が改正された。臨地実習23単位のうち、

６単位は学校の裁量で教育内容を柔軟に設定可能とな

り、留意事項の一部には、「チームの一員としての役割

を学ぶ実習とする。」ことや「保健・医療・福祉との連

携、協働を通して、切れ目のない看護を学ぶ実習とす

る。」ことが盛り込まれた。本学科は国立系大学医学

部看護学科であり、附属病院を有している。このよう

な環境は、他職種連携教育（IPE）を実践的に学ぶため

の恵まれた環境である。そこで、本学科の独自の科目

として１年次に「コミュニティ共生実習」を、４年次

に「多職種連携・地域生活者支援実習」という新たな

看護学実習を開講した。

2025年度には新カリキュラムが完成年度を迎える。

そこで、チーム医療や多職種連携に関する科目を履修

している本学看護学科学生を対象に、IPEに対する認

識を明らかにし、次年度からの「多職種連携・地域生

活者支援実習」実習の内容検討材料とし、教育の質の

担保に努めたい。そして、効果的な実習を履修するこ

とによって、卒業後に看護職として勤務する上であら

ゆる職場において、IPEを意識しながら目の前の対象
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者に対する多職種連携Interprofessional Work（IPW）

の実践が可能となると思われる。

２．用語の定義
⿟ 専門職連携教育（IPE：Interprofessional Education）：

複数の領域の専門職者が連携およびケアの質を改

善するために、同じ場所でともに学び、お互いに

学び合いながら、お互いのことを学ぶことである。

⿟ 多職種連携（IPW：Interprofessional Work）：複数

の領域の専門職者が各々の技術と役割をもとに、

共通の目標を目指す協働のことである。

⿟ IPWは複数の領域の専門職者が各々の技術と役割

を活かして共通の目標を目指す連携協働であり、

IPEはIPWを機能させるために行われる専門職者

への教育である。

３．研究方法
１）研究デザイン

横断研究

２）研究対象者

新カリキュラムが始まった2022年度以降の入学生

で、2024年度に高知大学医学部看護学科に在籍してい

る学生である。編入生は入学までに学習してきたカリ

キュラムが個々で異なるため除外した。

３）調査内容

調査項目は、属性（学年、IPEに関連する履修した選

択科目の有無とその科目）と、IPE尺度3)およびRIPLS

（The Readiness for Interprofessional Learning Scale）

日本語版4)を使用した。また、WHOの「専門職連携教

育および連携医療のための行動の枠組み」を参考に調

査項目を作成した。「５：強くそう思う」から「１：まっ

たくそう思わない」、「０：わからない」の６段階の尺

度を用いた。また、質問項目10、11、12、17、18、21、

25の７項目は分析時逆転項目である。

４）データ収集方法と期間

調査は、Microsoft Formsを使用して行った。該当

学生のいる学年の講義担当教員に許可をもらい、口頭

および文書にて依頼を行った。回答は各自が依頼文書

に記載のあるQRコードからMicrosoft Formsにアクセ

スして回答を依頼した。調査は、2025年２月19日

～2025年８月４日の期間で行った。

５）分析方法

収集したデータのうち、逆転項目である７項目は、

得点方向を統一するためにリバーススコアリングを行

い、その後、全項目の記述統計を行った。よって、平

均値が高いほど認識が高いことを意味する。属性との

関連はKruskal-Wallis検定およびWilcoxonの不号付き

順位検定を行った。なお、統計的有意水準は５%未満と

し、統計ソフトIBM SPSS Statistics Ver.28を用いた。

６）倫理的配慮

本研究は、高知大学医学部倫理委員会の了承を得た

後に行った（承認番号：2024-111）。

４．結果
183名に配布し、118名から回答を得た（回収率64.5％）。

除外したケースはなく、すべてを分析対象とした。

118名のデータには欠損データはみられなかった。

１）対象者の概要

多職種から講義を受けたことがある学生は91.5％で

あり、多職種連携に関する講義を受けた経験のある学

生は84.7％であった（表１）。
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2 33 (28.0)
3 51 (43.2)
4 34 (28.8)

108 (91.5)
10 (8.5)

100 (84.7)
18 (15.3)

n (%)

表１ 対象者の概要



２）多職種連携に対する認識

45項目のうち、平均値が4.0以上を示した項目は、逆

転項目を含めて32項目であった。平均値が3.0未満の

項目は、「39．専門職連携は、医療費の削減につながる」

の１項目であった（表２）。

３）学年による多職種連携に対する認識の差

学年による差がみられた項目は、４項目であった。

「12．実践的問題解決能力は、自己の専攻の中でこそ

学習することができる」は２年生に比較して３年生、

４年生のほうが有意に高かった。「17．看護職や他の

コ・メディカルの役割・機能は、主に医師のサポート

をすることである」は２年生より３年生のほうが有意

に高かった。「19．自分の専攻では、他の専攻の学生

より、もっと多くの知識やスキルを習得しなければな

らないと思う」では、３年生より２年生のほうが有意

に高かった。「44．多職種が連携するためには、フォ

ロワーシップ（メンバーシップ）が必要である」では

４年生より３年生のほうが有意に高かった（表３）。

４）４年生の実習履修前後の比較

４年生は新カリキュラムとして設置した「多職種連

携・地域生活者支援実習」を履修した前後で、同様の

質問項目を用いて調査を行った。その結果、「10．他

専攻の学生と合同学習をすることは、時間の無駄であ

る」、「11．ヘルスケアを学ぶ学部学生には、他専攻と

の合同学習は必要ない」、「18．他専攻との合同学習で

は、自己の（目指す）専門職の役割が理解できない」、

「21．専門職連携によるチーム医療のために患者の治

療計画を作成することは途方もない時間の浪費であ

る」、「25．専門職連携のチーム医療で仕事をすること

は、たいていの場合、物事を不必要に煩雑にする」、「34．

専門職連携は、医療従事者が患者、家族、介護者、コ

ミュニティと連携して包括サービスを提供することで

ある」、「37．専門職連携により、医療サービスへのア

クセスが調整できる」、「40．専門職連携は、在宅で治

療を受ける患者や家族の満足度を向上する」、「44．多

職種が連携するためには、フォロワーシップ（メンバー

シップ）が必要である」の９項目で実習後のほうが有

意に高かった（表４）。

５．考察
本研究の目的は、新カリキュラムにおけるチーム医

療や多職種連携に関する科目を履修している本学看護

学科学生を対象に、IPEに対する認識を明らかにする

ことである。結果（学生は）、他専攻学生との合同学習

や実践問題解決能力の学習は、多職種連携のためには

必要であり、他専攻学生との合同学習によって自己の

専門職の役割の理解につながると認識していた。ま

た、連携することは物事を煩雑にしたり、時間の無駄

であるという認識は低かった。学年間では４項目で有

意な差がみられ、４年生の「多職種連携・地域生活者

支援実習」の前後で比較すると、９項目で実習後が有

意に高かった。

１）多職種連携に対する認識

IPE45項目のうち、逆転項目を含めて約７割の項目

が平均値4.0以上を示し、多職種連携に対する認識が

高かった。本学科では、医師、臨床看護師、薬剤師な

どから講義を受ける機会を多く設けている。多職種か

らの講義や多職種連携に関する講義を受けた経験のあ

ると回答した学生が８割以上であり、多職種連携の理

解には講義や実習が影響していることがわかった。臨

地実習では、看護師の実践や多職種との連携に参加を

したり、看護学生自らが患者や家族に対してどのよう

に関わればいいのか考えたりする姿が多々見られ、そ

のような様子からも多職種連携を実施することが必要

であるという認識が高いことがわかる。

一方で、多職種連携によって医療費削減につながる

という認識は平均値3.0未満であり、他職種連携によ

る経済効果に対する認識は低いことが明らかになっ

た。本学科は４年次に看護管理実習を含む統合看護実

習を履修する。この実習を終えた４年生が、実習前後

でも変わることなく低い値であることからも、依然と

して医療費や医療経済の側面にまで認識が及んでいな

いことが推察される。先行研究5),6)ではIPEと他職種
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連携（IPC）の効果が十分に証明されておらず、評価が

困難であることが明かになっている。さらに、学生の

認識を明らかにした研究では、IPE・ICPの教育プログ

ラムに参加した後でも、医療費削減に対する理解や関

心は限定的であるとされており、本研究の傾向を裏付

けるものである。教育内容に経済的視点が十分に含ま

れていないことが一因と示唆されている。

医療費や医療経済の側面が患者や家族、病院に及ぼ

す影響に認識が十分ではなく、講義内容及びカリキュ

ラムにそのような視点を盛り込む必要があると考えら

れた。

２）IPEの学習準備状態

RIPLS日本語版は、多職種チームの協働を志向する

知識やスキル・行動を身につける学習の準備状態を測

定する尺度である。本研究結果では、IPEの準備状態

は、「12．実践的問題解決能力は、自己の専攻の中でこ

そ学習することができる」、「17．看護職や他のコ・メ

ディカルの役割・機能は、主に医師のサポートをする

ことである」、「19．自己の専攻では、他の専攻の学生

より、もっと多くの知識やスキルを習得しなければな

らないと思う」の３項目で学年間の有意な差がみられ

た。また、「12．実践的問題解決能力は、自己の専攻の

中でこそ学習することができる」、「17．看護職や他の

コ・メディカルの役割・機能は、主に医師のサポート

をすることである」の２項目は２年生より高学年のほ

うが有意に高く、準備性が低いことがわかった。

Puspitasariら（2022）7)は、看護学生は医学科学生に比

べて自職種の役割やスキル習得を重視する傾向がある

ことを報告している。３年生や４年生の臨床実習で

は、一人の患者を責任もって担当し、看護を展開する。

その中で、多くの人や医療職とかかわり、準備性が高

まっていると考えられる。しかし、「19．自己の専攻

では、他の専攻の学生より、もっと多くの知識やスキ

ルを習得しなければならないと思う」は３年生より低

学 年 で あ る ２ 年 生 の ほ う が 有 意 に 高 か っ た。

Alruwailiら（2020）8)やReevesら（1998）9)の研究では

上級生の方が下級生よりもIEPS（Interdisciplinary

Education Perception Scaleが高いことを明らかにし

ており、本研究の結果と異なっていた。そして先行研

究では、上級生の方が実習期間中に医療現場での経験

と知識が豊富だったためと考察されている。２年生は

基礎看護実習を終了したが、高学年と比べると知識と

経験はまだ未熟であること、また講義において入学時

よりも学習内容は専門性が高くなる学年であり、その

ため、「もっと多くの知識やスキルを習得しなければ

ならないと思（う）」っているのではないかと考える。

これは、Soe Soe Ayeら（2020）10）の研究において、看

護学生が専門的な立場でチームにどのように適合でき

るのかには確信がなく、他の学生と比較して、より多

くの知識とスキルを習得する必要性を感じていたとい

う結果と一致する。

吾妻ら（2013）11)の研究では、これまで培われてき

た医師優位の関係性を打破できないために、連携・協

働が困難であることを明らかにしている。看護職は独

自の専門性と倫理性に基づいて自律的に判断・行動す

る責務がある12)が、「17．看護職や他のコ・メディカ

ルの役割や機能は、主に医師のサポートをすることで

ある」が優位に高かった。このことは、看護学生にも

看護職としてのアイデンティティが確立していないこ

とが伺える．また、保健師助産師看護師法には、医師

の診療に関する指示に基づき、補助的な役割を果たす

ことが記載されていることが影響していると考えられ

る。Freidson（1988）13)は専門職の自律性を、「独立し

ており、自由で他からの指示を受けない、という特質

ないし状態」であり、中核概念であると定義している。

モデル・コアカリでも「自律的判断」、「多職種連携」、

「プロフェッショナリズム」などが中核項目として位

置づけられており、これを強化する授業内容やカリ

キュラムの構築が必要だと考えられた。４年生の「多

職種連携・地域生活者支援実習」の前後比較では、「「10．

他専攻の学生と合同学習をすることは、時間の無駄で

ある」、「11．ヘルスケアを学ぶ学部学生には、他専攻

との合同学習は必要ない」、「18．他専攻との合同学習

では、自己の（目指す）専門職の役割が理解できない」

の３項目で実習後のほうが、有意に準備性が高くなっ
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ていた。これは、「多職種連携・地域生活者支援実習」

によって、多くの職種とかかわり、また学内において

は「多職種連携」や「協働（意思決定）」についてのグ

ループワークを行うことで、これら３項目の準備性を

高める効果があったといえる。

３）チーム医療教育に対する態度

IPE尺度は、質問項目20～33に該当する。この14項

目では、学年間において有意な差はみられなかった。

しかし、「20．専門職連携のチーム医療を受けている

患者は、そうでない人たちよりも、より全人的に扱わ

れる傾向がある」、「32．専門職連携のチーム医療を受

けている入院患者は、他の患者よりも退院の準備は良

くできている」の２項目は、他の項目に比べて全学年

で平均値が低かった。本学科学生が実習を実施してい

る附属病院においては、入院時から入退院支援セン

ターが患者および家族の継続的な支援を提供してい

る。さらに、必要に応じて地域医療連携室が関わって

おり、他職種連携や他施設連携が図られている。病棟

においても薬剤師による服薬指導や栄養士による栄養

指導など専門職による支援が日常的に行われており、

すべての患者に対してチーム医療が提供されている状

況である。このような環境下では、チーム医療を受け

ていない患者との比較が困難であり、学生がその違い

や効果を意識的に捉えることが難しい可能性がある。

その結果、チーム医療の効果に関する評価項目の平均

値が低くなったと考えられる。今後は、講義や実習の

中で他職種連携の具体的な取り組みを「見える化」し、

学生がその意義や成果を実感できるような教育内容の

充実が求められる。

４年生の実習前後では、「21．専門職連携によるチー

ム医療のために患者の治療計画を作成することは途方

もない時間の浪費である」、「25．専門職連携のチーム

医療で仕事をすることは、たいていの場合、物事を不

必要に煩雑にする」の２項目が実習後に有意に高く

なっていた。Marilynら（2007）14)は学生の現在また

は将来の実践を反映した文脈で、専門職連携について

学ぶことが効果的な学習にとって重要であることや、

教員らIPEカリキュラム開発者が、成人学習ニーズを

認識し、それを念頭に置いて指導を構成する必要があ

ると述べている。新たに設けた「多職種連携・地域生

活者支援実習」では、実際に多職種間で、患者が退院

後により良い療養生活が送れるよう多くの時間をかけ

て検討し、またそのために各職種が専門性を発揮する

ために取り組んでいる姿をシャドーイング実習したこ

とが結果に影響したと考える。

４）専門職連携教育および連携医療のための行動

「多職種連携・地域生活者支援実習」では、通常の

臨地実習とは異なり、専門看護師や認定看護師による

専門外来、医療安全や感染管理など横断的に専門性の

高い活動をしている看護師や薬剤師、管理栄養士、検

査技師、メディカルソーシャルワーカーなどの業務に

同行し、各職種の役割や業務内容を理解することを目

的としている。これにより、医療における看護との連

携を実践的に学習することができる。専門職連携教育

および連携医療のための行動において、「44．他職種

が連携するためには、フォロワーシップ（メンバーシッ

プ）が必要である」の１項目で、学年間に有意な差が

みられ、３年生が最も高かった。３年次は専門科目の

学習が本格化し、多職種連携やチーム医療に関する講

義・演習が集中的に行われる時期である。実習前であ

るため、理想的なチーム医療像を保持しやすく、自ら

がリーダーになるよりも、協働するメンバーとしての

役割を重視する傾向が強いことが考えられる。

また、４年生の「多職種連携・地域生活者支援実習」

前後では、「44．他職種が連携するためには、フォロ

ワーシップ（メンバーシップ）が必要である」以外に、

「34．専門職連携は、医療従事者が患者、家族、介護者、

コミュニティと連携して包括サービスを提供すること

である」、「37．専門職連携により、医療サービスへの

アクセスが調整できる」、「40．専門職連携は、在宅で

治療を受ける患者や家族の満足度を向上する」の合計

４項目が実習後で有意に高くなっていた。つまり、多

職種が連携するために必要なものとして、リーダー

シップには差がみられなかったが、フォロワーシップ

－ 49 －



（メンバーシップ）は学年間で差がみられた。多職種

連携において、リーダーシップとフォロワーシップ（メ

ンバーシップ）の両方が重要であるが、実習中は看護

学生ということもあり、自己がリーダーシップを取り

連携するよりも、メンバーシップを発揮し、連携する

ことの必要性・重要性を学修したためではないかと考

える。また、臨地実習での学生は、情報共有や各職種

の専門性の発揮といったフォロワーシップ（メンバー

シップ）を発揮している病棟看護師の様子を目にする

ことが多い。また、講義などでのフォロワーシップ（メ

ンバーシップ）について学ぶ機会が多いことから、４

年生よりも低学年のほうが認識が高い結果となったの

ではないかと考える。そして、４年生の「多職種連携・

地域生活者支援実習」において、看護職以外の医療ソー

シャルワーカーや入退院支援センターなど、地域との

連携の様子を直接見学する機会があり、それを学内実

習においてグループ間で共有することによって、専門

職連携が及ぼす影響を考えることができたのではない

かと考える。

５）次年度の実習に向けて

新カリキュラムによる「多職種連携・地域生活者支

援実習」は今年度初めて実施された臨地実習である。

本調査によって、概ね多職種連携に対する認識の高さ

が明らかとなった。しかし、「39．専門職連携は、医療

費の削減につながる」の１項目だけが認識が低かった。

Han Jungら（2020）15)は、「効果的な医療チームは、患

者の満足度の向上、医療費の削減、医療過誤率の低下、

医療全体の改善に貢献する」と述べている。次年度は、

多職種連携を実践することによる効果として、医療費

削減への貢献やコスト、経営の視点での学習が必要で

あり、課題であると考える。また、木内（2019）16)は、

「協働力を身につけるためには、教育効果の観点から、

講義・演習・実習を含むステップバイステップのIPE

を用いて教えることが望ましい」と述べている。今回

の「多職種連携・地域生活者支援実習」では、隔日で

多職種に付いてシャドーイングによる臨床実習を行っ

た。しかし、志田ら（2022）17)は、「連続した臨床IPE

は学生が学習内容の理解を深めるのに役立つ」と述べ

ている。さらに臨床における実践ベースのIPEを組み

込んだ実習内容とすることで、さらなる共同実践能力

の習得が可能となると考える。Floreliz Ngaya-anら

（2024）18)の研究結果では、IPEの障壁として、IPE関

連の活動を促進するための教員のトレーニング不足や

IPE教育者の最小数があったことを述べている。ま

た、IPEの結果を評価するためにフィードバックが重

要であることも指摘している。より効果的な学習とす

るためには、IPEに関する訓練を受けた教育者の育成

や臨床現場からの具体的なフィードバックが得られる

ようなプログラム企画を検討する必要がある。

５．結論
１．45項目のうち、平均値4.0以上を示した項目は25

項目であり、約半数の項目で多職種連携に対する

認識が高かった。

２．学年間での比較では、４項目で有意な差がみられ

た。

３．４年生の実習前後では、９項目で実習後に有意に

認識が高くなっていた。

４．「44.専門職連携は、医療費の削減につながる」の

１項目のみが認識が低く、多職種連携による効果

については次年度に向けての課題である。
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表２ 多職種連携における認識
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表３ 多職種連携における学生間における認識の差
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表４ 多職種連携における４年生の実習前後の認識の差



教 育 実 践

2025年度高知大学社会教育主事講習における受講生の学び

斉藤 雅洋（高知大学地域協働学部）

キーワード：「先輩」社会教育士、受講生の仕事、経験、

翻訳、協働

はじめに
2025年７月19日（土）から８月27日（水）の日程で、

2025年度高知大学社会教育主事講習が開催された。社

会教育主事講習の目的は、「社会教育主事の職務を遂

行するために必要な専門的知識、技能を習得させ、社

会教育主事となりうる資格を付与すること及び、社会

教育に携わる専門的職員等の資質の向上」にある1。

四国地方では、四国４県の国立大学（高知大学、鳴門

教育大学、香川大学、愛媛大学）が持ち回りで開催し

ており、高知大学における前回の開催は４年前の2021

年度であった。

本稿の目的は、2025年度高知大学社会教育主事講習

における29名の受講生たちの学びを明らかにすること

である。社会教育主事講習における学びとして、「生

涯学習・社会教育の理念、法制度等の知識」、「学習プ

ログラムの企画・立案に関する知識・技能」、「地域の

人々や団体等との人脈の大切さ」、「社会教育主事が社

会教育や生涯学習振興に果たす役割」、「公民館や青少

年施設等の社会教育施設の役割や存在意義」等が先行

研究で指摘されているが2、本稿では獲得した知識・技

能ではなく、次の２つの視点から、受講生たちの学び

の内実に迫ってみたい。すなわち、ひとつは受講生た

ちの仕事との関係においてどのような意識の変化が生

まれたのか。そして、もうひとつは学習支援者として

の社会教育主事・社会教育士の役割を受講生たちはど

のように考えたかという視点である。

以下、１で社会教育主事の資格と社会教育士の称号

に関する基本事項や運用状況を確認し、２で2025年度

高知大学社会教育主事講習のプログラムの概要と特徴

を紹介する。それらをふまえて、３では受講生たちが

書いたレポートの記述内容と学習成果発表会のプレゼ

ンテーション資料等の内容を上記の２つの視点から考

察する。

１．社会教育主事・社会教育士
（１）社会教育主事・社会教育士の役割

社会教育主事とは、社会教育法に基づき都道府県及

び市町村の教育委員会事務局に配置されている専門的

教育職員である。その職務は、社会教育を行う者に専

門的技術的な助言と指導を与えるほか、学校が社会教

1 「社会教育主事講習の実施について（運用指針）」（2006年４月３
日社会教育課長決定・2025年２月12日一部改正）

2 浅野秀重（2018）「社会教育職員養成における社会教育主事講習
の現状と課題」日本社会教育学会編『社会教育職員養成と研修の
新たな展望』東洋館出版社
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育関係団体、地域住民その他の関係者の協力を得て教

育活動を行う場合に、その求めに応じて、必要な助言

を行うこととされている（社会教育法第９条の３）。

社会教育主事の主な業務は、教育委員会事務局が主催

する社会教育事業の企画や実施、管内の社会教育施

設・団体への指導・助言、社会教育関係職員の研修の

企画・実施等である。そこで社会教育主事は、コーディ

ネーター・ファシリテーターとして、多様な主体と連

携・協働した地域住民の学習活動の支援を通じた、人

づくり・つながり（ネットワーク・絆）づくり・地域

づくりに中核的な役割を担うことが期待されている。

また、地域づくりに向けては、「地域課題解決学習」を

推進し、住民や NPO など多様な主体とのコーディ

ネートを行う「学びのオーガナイザー」3としての役割

も期待されている。

社会教育士とは、社会教育主事講習を修了した者（修

了証書を授与された者）に社会教育主事の任用資格と

併せて付与される称号である（「社会教育主事講習等

規程」第８条第３項）。社会教育士は社会における教

育活動に携わる上で社会教育主事と同等の資質・能力

を有することを示すものである。社会教育主事が都道

府県・市町村の教育委員会事務局に配置される専門職

であるのに対し、社会教育士は、都道府県・市町村の

首長部局や社会教育施設、企業，NPO，学校，地域運

営組織、地域のボランティア団体等の、社会の多様な

分野での教育活動の推進において活躍する人材として

期待されている。

社会教育主事・社会教育士の役割を担うために必要

な能力として、ファシリテーション能力、プレゼンテー

ション能力、コーディネート能力が示されている4。

ファシリテーション能力とは、人のやる気に火をつけ

たり、ものごとを自分事化していくプロセスを支えた

りというような、活動への意欲・自発性を引き出しな

がら意識・行動の変化を促していく「学び」を支援す

るための基礎的な知識と技能である。プレゼンテー

ション能力とは、地域のヒト、コト、モノや、地域で

共有したい想いや願いなどの情報を、より多くの人に、

わかりやすく、共感しやすい方法で積極的に伝えてい

くための基礎的な知識と技能である。コーディネート

能力とは、人どうし、活動どうし、組織どうしなど、

異なる他者どうしが相互理解を深め、信頼し合い、互

いを支え合うことができる関係（協働）へと調整する

ための基礎的な知識と技能である。

（２）社会教育主事資格の運用状況

図１は、社会教育主事資格の運用状況を整理したも

のである。社会教育主事の資格は、社会教育主事講習

の修了または大学の社会教育主事養成課程における

「社会教育に関する科目」の単位修得に加えて、一定の

実務経験が必要である（社会教育法第９条の４）。そ

して、自身が社会教育主事であることを名乗るために

は、資格に加えて所属する教育委員会からの発令が必

要とされる。ただし、教育委員会以外の組織（例えば、

社会教育施設の指定管理者）が職員を社会教育主事と

して任用している場合もあり、社会教育主事は職名と

しても用いられていることもある。

このような運用であるため、社会教育主事の資格は、

社会教育主事としての発令を受けることができる資格

という意味で、「任用資格」や「基礎資格」と慣行的に

言われている。一般的に大学生は社会教育主事養成課

3 学びのオーガナイザーとは、地域課題を解決する学習を支援す
る上で、関係施策の企画・立案や事業の推進に向けて、住民や
NPO など多様な主体間のコーディネートを行い、組織をつくり
出す役割を指している。文部科学省国立教育政策研究所社会教
育実践研究センター『社会教育主事の専門性を高める現代的課
題を扱った研修プログラムの開発に関する調査研究報告書』

（2020年３月）
4 文部科学省社会教育士特設サイト https://www.mext.go.

jp/a_menu/01_l/08052911/what.html（最終閲覧日：2025年９月
16日）
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図１ 社会教育主事の資格について



程で必要な単位を修得し、大学卒業後に実務経験を積

んで任用資格を取得するのに対して、社会教育主事講

習の受講生は既に実務経験を積んでから受講している

という点に特徴がある。つまり、実務経験が社会教育

主事講習の受講動機に結びついており、職業上のキャ

リアに由来する動機だけではなく、生活上のキャリア

に由来する動機もあり、社会教育士の称号制度創設後

は、後者の動機による受講が増え続けているように思

われる。このことから社会教育主事講習の受講生の多

くは、講習を修了して、新しい職業に就き、新しい仕

事を始めるという人は少なく、現在の職業や仕事のな

かでの必要性から、あるいは所属組織からの要請に

よって受講しているのである。一方で、大学のカリ

キュラム上の制約から、社会教育主事養成課程を履修

できない大学生にも社会教育主事講習の門戸は開かれ

ている。すなわち、学部・学科を問わず、大学での一

定の在学年数や修得単位数を満たせば、社会教育主事

講習を受講することができる（社会教育主事講習等規

程第２条第１項）。これらのことから、社会教育主事

講習の受講生の年齢、職業、受講動機などは多様であ

り、この多様性は社会教育主事講習の学習資源となっ

ている。

２．社会教育主事講習プログラムの概要と特
徴
（１）社会教育主事講習の科目と社会教育主事・社会

教育士に必要とされる資質と能力

社会教育主事講習は、生涯学習概論、生涯学習支援

論、社会教育経営論、社会教育演習の各２単位の４つ

の科目で構成されている5。そして、新規で社会教育

主事の資格取得をめざす人を対象とした全科目講習

と、令和元年度以前に社会教育主事の資格を取得して

おり、社会教育士の称号を取得するために、生涯学習

支援論と社会教育経営論の２科目のみを受講する人を

対象とした一部科目指定講習がある。2020年４月１日

施行の「社会教育主事講習等規程の一部を改正する省

令」に基づき、講習修了者に「社会教育士（講習）」と

いう称号を付与する制度が創設されたことを機に、２

種類の社会教育主事講習が実施されている。

社会教育主事講習では、これら４つの科目を通して、

①生涯学習・社会教育の意義など教育上の基礎的知識、

②地域課題や学習課題などの把握・分析能力、③社会

教育行政の戦略的展開の視点に立った施策立案能力、

④多様な主体との連携・協働に向けたネットワーク構

築能力、⑤学習者の特性に応じてプログラムを構築す

る学習環境設計能力、⑥地域住民の自主的・自発的な

学習を促す学習支援能力の６つの社会教育主事・社会

教育士に必要とされる基礎的な資質・能力6を養成す

る。これらは、ファシリテーション能力、プレゼンテー

ション能力、コーディネート能力の基礎的な資質・能

力に位置づくと考えられる。４つの科目の主な目的・

内容は、表１のとおりである7。

5 社会教育主事講習における現状の科目と単位数は2020年度から
施行された。2019年度までは、生涯学習概論、社会教育計画、社
会教育特講、社会教育演習の４科目計９単位であった。社会教
育特講は３単位で、社会教育の実践に関わる隣接分野の知識・技
能の習得を目的としていたが、任用資格取得後の研修等で扱う
ものとして廃止となり、社会教育計画（２単位）は生涯学習支援
論（２単位）と社会教育経営論（２単位）の２科目に拡充となっ
た。「社会教育主事講習等規程の一部を改正する省令の施行につ
いて（通知）」(2018年２月28日付・文部科学省生涯学習政策局長
通知)

6 文部科学省国立教育政策研究所社会教育実践研究センター「社
会教育主事の養成等の在り方に関する調査研究報告書―社会教
育主事講習の見直し（案）について」（2016年）

7 「社会教育主事講習等規程の一部を改正する省令の施行につい
て（通知）」(2018年２月28日付・文部科学省生涯学習政策局長通
知)
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（２）2025年度高知大学社会教育主事講習プログラム

2025年度高知大学社会教育主事講習における生涯学

習概論、社会教育経営論、生涯学習支援論のスケジュー

ル、内容・テーマ、担当講師は表２のとおりである。

2021年度に開講した際に、大学教員による講義・演習

が多く、実践者による講義・演習が少ないという受講

生からの声を受け、2025年度は大学教員も含めて実践

現場をもっている講師を起用した8。また、2025年度

は高知大学の moodle を活用したオンデマンド講義も

初めて導入し、一部の講義をオンラインで実施した。

社会教育演習は、生涯学習概論、生涯学習支援論、

社会教育経営論の受講成果を生かし、社会教育主事の

職務を遂行するために必要な資質及び能力の総合的か

つ実践的な定着を図ることが目的である9。こうした

目的をふまえ、「学習支援者としての社会教育主事・社

会教育士の役割と課題」をテーマに、次の３つの学習

目標を設定した。

①生涯学習概論，生涯学習支援論，社会教育経営論

の受講成果をふまえ，受講者のもつ社会教育・生

涯学習に対する問題意識や関心をもとに，講義で

習得した知識・理論を現場における実践とつなぎ，

講義に対する理解を深める。

②ヒアリングや現地視察等を通して，学習支援の実

態を捉える。

③社会教育主事・社会教育士に期待される学びの

コーディネーター・ファシリテーター・オーガナ

イザーとしての役割をふまえ，これからの社会教

育主事・社会教育士としての自身の役割と課題を

明らかにする。

その上で次のような演習と実習を実施した。まず、

キャンパス内の演習では、社会教育主事講習のプログ

ラムの概要や日程等についての説明や、社会教育・生

涯学習に関する自身の実践や経験の振り返り、キャン

8 ただし、この点は社会教育主事講習プログラムの企画立案者の
もつネットワークに左右されると考えられる。ネットワークは
社会活動によって広がり、継続するなかで関係性に厚みも増し
てくる。講習のプログラム編成のためには、平時からの社会活
動を通した実践者との関係形成が重要である。

9 前掲注７

－ 58 －

表１ 社会教育主事講習の科目について

出典：「社会教育主事講習等規程の一部を改正する省令の施行について（通知）」より



パス外の演習や実習（現地演習・実習）の事前学習等

を行った。

次に、現地演習では、オーテピア高知図書館・高知

みらい科学館・声と点字の図書館を訪問し，３館の施

設概要の紹介と施設見学を行い、書庫やバックヤード

等に入り、普段見ることのできない施設職員の仕事の

裏側も紹介していただいた。そして、講話としてオー

テピア高知図書館におけるサービス計画、多文化サー

ビス、市町村立図書館への支援、県立学校図書館等と

の連携・協力、高知市民図書館の分館・分室網等につ

いての解説を受けるとともに、来館者に対する学習環

境づくり等に関する意見交換を行った。

現地実習では、高知県立青少年センターに訪問し、

アイスブレイクのための自己紹介ゲームや人とのかか

わり合いやチームワークを体験する「心の冒険プログ

ラム」、野外炊飯、のいち歴史探訪などの体験活動・レ

クリエーションを実体験し、指導方法についての解説

を受けた。そして、高知県立青少年センターの役割や

機能、自主企画事業のプログラム開発等について解説

を受け、学習支援実践のための力量形成等に関する意

見交換を行った。

そして、キャンパス内の実習として、学習成果発表

会にむけたプレゼンテーションの準備及び社会教育演

習報告書の原稿作成をグループに分かれて、次の手順

で行った。

①生涯学習概論、社会教育経営論、生涯学習支援論、

社会教育演習（特に現地演習・実習）で学んだこ

とを振り返り、知識・情報・資料を整理・分析し、

グループ内における学習成果の共有をはかる。

②本講習での学びを総括し、学習支援者としての社

会教育主事・社会教育士の役割と課題を考察する。

ここでは、コーディネーター・ファシリテーター・

オーガナイザーの再定義や、これからの社会教育

主事・社会教育士としての自身の役割と課題につ

いて検討した。

③学習成果発表会にむけたプレゼンテーション資料

（PowerPoint）と社会教育演習報告書の原稿

（word）を作成する。

最後に、社会教育演習の総括として学習成果発表会

を行った。この時間はグループごとに社会教育主事講

習の学習成果を発表し合い、受講生同士で活発な意見

交換が行われた。

（３）プログラムの特徴

2025年度高知大学社会教育主事講習プログラムに

は、次の３つの特徴があると考えられる。第１は、社

会教育施設の歴史、機能、役割に関する基礎的な知識

の習得をめざしたテーマを数多く配置している点であ

る。４科目すべてに社会教育施設に関する講義・演習

があり、とりわけ社会教育演習の現地演習・実習も社

会教育施設で行っている。これは高知県の社会教育施

設が生涯学習・社会教育以外にも多様な目的・機能を

もつ公共施設として充実しており、そして注目されて

いるという地域的な背景があるからである。高知県の

社会教育を理解する上で、社会教育施設は欠かすこと

のできないテーマである。

第２は、社会教育主事・社会教育士の「先輩」を講

師陣に加えている点である。これは社会教育主事講習

の受講生に社会教育主事や社会教育士の実像（ロール

モデル・活躍している姿）を提示し、講習修了後の自

身のイメージを具体的に描いてもらうという教育効果

をねらうだけではなく、過去の社会教育主事講習（他

大学含む）を修了した「先輩」に講習での学びや経験

を還元してもらうというねらいもある。つまり、社会

教育主事講習における学びの循環を企図している。社

会教育経営論の「社会教育士の学びとネットワーク」

では、社会教育主事・社会教育士として活躍している

４名の「先輩」たちのリレートークを行い、その発表

内容をふまえて社会教育主事・社会教育士としての自

身の役割や展望を考えるグループワークを行ったが、

短時間ながらも具体的なアクションプランやビジョン

が多くの受講生から提示された。

第３は、生涯学習・社会教育の基礎的な内容・テー

マを抑えつつも、スポーツ社会学や、地域計画論、社

会調査論、NPO 論、ソーシャル・キャピタル論（地域

防災）、組織経営論（ファシリテーション）、ジェンダー
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論（男女共同参画）等の隣接分野のテーマを配置して

いる点である。この点は講師陣の多くを地域協働学部

に依拠しているため、幅広い社会科学分野の学問を基

盤としたプログラム編成となった。

３．受講生の学び
（１）受講生の概況

2025年度高知大学社会教育主事講習の全科目講習の

受講者は27名（高知県20名、徳島県２名、香川県２名、

愛媛県２名、宮城県１名）であった。このうち年度内

または年度を越えて、科目を分割して受講をしている

受講者は４名であった。また、一部科目指定講習の受

講者は２名であった（高知県１、香川県１）。この２種

類の講習計29名の属性の内訳は、行政関係者13名、学

校関係者12名、大学生２名、その他２名であった。現

役の大学生の受講は例年にない特色である。

受講生たちの受講動機は、人事異動に伴う職場（上

司）からの資格取得の要請だけではなく、社会教育や

社会教育士に対する興味関心や業務上のスキルアッ

プ、地域活動への活用等、受講生の自発的な動機が少

なくなかった。社会教育主事講習期間中に行った受講

生へのアンケート調査（記述式）では、29名のうち18

名（62％）が自発的な受講動機を挙げていた。

（２）受講生たちの仕事と社会教育主事講習の学び

受講生たちの仕事と社会教育主事講習の学びの関係

に焦点を当ててみていくと、次の２つの点が指摘でき

ると考えられる。なお、受講生たちのレポートの記述

内容や学習成果発表会でのプレゼンテーション資料等

の引用に際しては、受講生の氏名を匿名としている。

第１は、受講生たちが自身の仕事や学びを捉え直し

たということである。受講生 A はレポートの中で自

身の仕事を次のように捉え直したと記述している。

・自分が約２年間携わってきた様々な事業が、社会教

育主事講習を受けるなかで、学校教育以外の幅広い

分野の教育に繋がっていることを言語化・可視化さ

れ、とても大事な仕事をしていると理解し驚きまし

た。

・自分の行っている業務が市民の何に役立っているか

を落とし込める時間がありませんでした。今回の講

習を受け、自分の業務全てが社会教育に貢献してい

ると認識でき、生涯学習について学ぶ時間が持てて

よかったです。

・私は社会教育主事講習を受けるまでは、与えられた

自分の役割が曖昧でよくわかっていなかったため、

働くモチベーションや考え方が今とは全然違ったと

思います。今は一つ一つの業務や決断をする際に、

社会教育の役割や意義が少し理解できたため、どう

いった人に影響を与えるか、どんなことを学んでほ

しいか、こんなことが必要ではないか等、受け手と

送り手の背景まで考えながら取り組めています。

また、受講生 B は「自分が置かれている状況や立場

が変化することで大きく視点が変わり、学び続けるこ

とがいかに重要であるか、ということに気がつき、学

び直しの重要性を再認識した」と、レポートの中で記

述している。仕事に取り組むために学ぶことの重要性

を再認識したと考えられる。その一方で、自身の学び

方の捉え直しにつながったという指摘もある。受講生

B はレポートの中で次のようにも記述している。

ワークは潜在的に苦手感があり、「めんどくさい」「ま

たか」のようなネガティブな感情があった。今まで

の自分の人生を考えると、時代的にワーク形式の授

業が少なく、また専攻した講義の中で、歴史系の授

業が多かったこともあり、座学の授業が多かったと

いう気づきがあった。潜在的なネガティブなイメー

ジが、今までの自分の学習への取組に問題があった

のも一つの原因であることに気がつけたのは、今回

の社会教育主事講習の中で一番刺さった。このよう

な意識というのは、私だけではないと感じ、学習支

援を行うに当たっても、一人一人違ったネガティブ

な感情があることを十分に理解し、学習者により

そった活動を行うことが重要だと思った。
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このように社会教育主事講習を通して、仕事や学び

に対する捉え直しが起き、それまで取り組んでいた仕

事や学びの意味の再発見につながったと考えられる。

第２は、生涯学習・社会教育以外の立場から、社会

教育主事講習を通して社会教育と出会い、学びの成果

を普段の仕事に取り入れようとしていることである。

受講生 C は、レポートの中で「学校教育の立場から

できることは何か考えながら」受講していたと記して

おり、学習成果発表会では、「今後は、総合的な学習の

時間をコーディネートして地域人材を活かすこと、ま

た保幼小連携の架け橋プログラムの取組でも地域も巻

き込み、社会全体で教育していく文化を作り、学校教

育と社会教育を橋渡しする立場として、私の役割を果

たしていきたい」という抱負を述べていた。

また、受講生 D はレポートの中で「教育現場には教

育現場の課題があり、地域には地域の課題がある。自

分は地域課題を解決するための支援を行う部署に所属

しており、こういった課題解決に向けた取り組みや手

法を学べることはとてもありがたいと思った」と記述

している。同様に受講生 E は、学習成果発表会におい

て、地域学校協働活動による教育活動の質の向上や、

「地域づくり」まで広げて実践していきたいと抱負を

述べており、「教員として地域づくりの視点を持つこ

とができた」ことを社会教育主事講習の学習成果に挙

げていた。この他にも、次のような学校運営協議会の

運営方法の改善や、公民館を活用した学習プログラム

の提案をしている受講生がいた。

・地域学校協働本部で勤務をしているので、これまで

以上に地域と学校とをつなぐお手伝いをしていきた

いと思っている。その中でも特に学校運営協議会の

運営方法の見直しを提案したいと考えている。まず

は会場のレイアウトや会の時間配分、グループ編成

など、できることから手を付けていき、本当の意味

での熟議ができるような場になるようになるよう

に、さらには協議会の委員のみなさんが自ら学んで

いくことができる場になるように、「黒子に徹して」

自分の役割を果たしていきたい。（受講生 F）

・現状として、高校生は学校と家の往復で、地域の大

人と関わることが少ない。また、地方では、人口減

少が進み、学校単位で地域貢献活動を行うことも限

られ、効果も限定的である。地域にある公民館を活

用し、学校種別、各校の枠を越えて一緒に活動する

プロジェクトを実施したい。学校と地域をつなぎ、

大人も子どもも相互に学び合える学習プログラムを

設計したい。また、地域で活動する NPO 団体とも

関係を作り、協力して学習プログラムを行いたい。

（受講生 G）

このように、社会教育主事講習の学びは、行政実務、

学校における教育活動、地域活動等の改善に役立つ、

さらには担当する事業・活動の質的な向上につながる

等、仕事や活動に直結している。そのことに気づいた

受講生たちの、自身の業務へ応用し、積極的に活用し

ていこうという姿勢・態度が窺える。そして、既存の

知識に「プラスされるような感覚」（受講生 B）で、講

義・演習を受けていたという感想が示唆するように、

受講生たちは職務上の経験を中心とした過去の経験を

土台にしながら、講義・演習の内容を理解していった

と考えられる。

（３）学習支援者としての社会教育主事・社会教育士

の役割と課題

社会教育主事講習を通して、受講生たちは社会教育

主事・社会教育士の役割をどのように考えたのだろう

か。次の３点が指摘できると考えられる。

第１は、生涯学習社会における社会教育の伝道者・

翻訳者という役割である。人々にとって、生涯学習・

社会教育は身近にあるが、その位置づけや価値が曖昧

なゆえに気づかずに一生を終える人も少なくない。そ

のような人々に対して社会教育を伝えていくことの重

要性を、受講生たちはレポートの中で次のように述べ

ている。

・教育機会は至る所に存在している。それを知らない

人たちにつなぐ、新たな場面・つながりを生み出す
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ことが社会教育士に求められる力、能力なのではな

いかと考える。社会教育は学習支援者であり、コー

ディネーターであり、学びのオーガナイザーといわ

れているわけだが、教育を理解し、学習を適切にサ

ポートすることを理解することが必要だと考えた。

（受講生 H）

・今の私が、社会教育士として踏み出せる一歩として

できること。それは「学校教育と社会教育は車の両

輪」であることを伝えていく。特に、学校現場に、

地域に根ざした「社会教育」の力を伝えたい。学校

の先生方は、自分たちで何とかしなきゃ、と頑張っ

ている。だからこそ、頑張っている先生方に、「協力

できることはないかな」と思っている地域の方がい

る、ということを伝えたい。（受講生 I）

また、受講生 J は、レポートの中で「私が考える社

会教育士の役割は、『翻訳家』である」と指摘し、次の

ように記述している。

・私たちは知らず知らずのうちに、自分たちの集団で

しか使わない言語で話していることがある。他の組

織や人と一緒に何かをやっていくには対話が必要だ

が、お互いに違う言葉で話しているとうまく進まな

い。その際、お互いの文化を理解したうえでそれぞ

れの「言いたいこと」や「理念」を伝え合うことが

できるよう、翻訳ができれば良いと思う。

第２は、学び合い、育ち合いの創り手という役割で

ある。受講生たちはレポートの中で次のように述べて

いる。

・社会教育主事の役割は、「誰でも、何でも、何歳から

でも、満足するまで学び続けられるようにアシスト

する存在」と考えた。学習者が自らの関心に沿って

学びを深められるように、環境を整え、きっかけを

つくり、継続できるように支えていきたい。今後は、

まず自分自身が知識や経験を常にアップデートし続

けていくようにする。社会教育士自身が学び続ける

姿を示し、得たものを授業や日常生活の中で周囲の

人々に還元することで、地域や学校に「学び合う文

化」を広げていきたい。（受講生 K）

・社会教育の実践には二つの視点が求められると考え

る。一つは、地域に存在する多様な学習資源を有機

的につなぎ合わせる調整力である。行政・学校・地

域住民・民間団体など、異なる立場の人々を結びつ

け、学びを共創することが必要だ。もう一つは、支

援者自身が「学び続ける存在」であることだ。社会

教育は一方向的に知識を伝えるものではなく、支援

者と学習者がともに育ち合う営みである。（受講生

L）

第３は、人や組織あるいは異分野・領域との協働を

通して、その役割を担う存在ということである。学習

成果発表会において、あるグループが「学びのオーガ

ナイザー」の理解をめぐり、「一人のスーパーな社会教

育士」のことを指すのではなく、社会教育士同士が協

働することによるオーガナイザー化を図っていくとい

う考え方を、次のように指摘していた。

一人一人の社会教育士が身に付けた資質・能力（コー

ディネート力・ファシリテーション力・プレゼンテー

ション力）をそれぞれの立場で発揮していくのです

が、けっして一人ですべてを完結していくのではな

く、地域にある人材・施設の強み・弱みを把握し、

役割について預けることがあってもいいと思いま

す。学びのオーガナイザーになるということは、今

の自分たちにはハードルがまだ高く、少し怖気づい

てしまいます。もしなれたたとしても一人ですべて

をしていくのであれば、持続可能な社会教育の発展

につながっていくとは思えません。地域に社会教育

士の仲間を増やしていき、社会教育士同士が協働す

ることで、オーガナイザー化を図ることが、今の社

会では可能になるのではないかと思います。

同様に、受講生 J も、「私が考える社会教育士の専門

性とは、何か特別な分野の知識や技術に長けているこ
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とではなく、自分の特性あるいは趣味や仕事など自分

の領域に引き付けて物事を展開できる能力であるよう

に思う」とレポートの中で指摘している。

おわりに
社会教育主事講習は、オンデマンド講義の時間を除

くと13日間という限られた時間であるが、集中して社

会教育を学ぶ非日常的な時間でもある。この非日常的

な時間を過ごした受講生たちは、日常にもどったとき

にいつもの景色がどのように見えているのだろうか。

もし、日常の景色に何らかの変化を感じたとすれば、

その変化をもたらしたのは他ならぬ受講生自身であ

り、受講生自らが自分の可能性を広げたと言えるので

はなかろうか。社会教育経営論「社会教育士の学びと

ネットワーク」に登壇した「先輩」社会教育士のひと

りが、社会教育は自分と他者の可能性を広げるものだ

と強調していた。確かに、受講生の受講動機をみても、

自分自身や周囲のために受講したという方が少なくな

かったように思われる。

本稿は、受講生たちの仕事との関係と社会教育主

事・社会教育士の役割に対する理解という２つの視点

から受講生たちの社会教育主事講習の学びに接近した

が、受講生たちのレポートには、社会教育に対する視

野の広がりや興味関心の高まりから、新たな社会教育

活動への参加を展望していることが読み取れる記述も

散見された。受講生たちが、今後どのように自分と他

者の可能性を広げていくのか、活躍の動向に注目して

いくべきだろう。何より受講生の意識や行動の変化

は、講習期間のなかだけで起こるものではなく、講習

修了後に（こそ）起こるものだとすれば、中長期的な

視野で受講生たちの講習修了後を捉えていくことも必

要であろうと思われる。受講生たちの社会教育主事講

習の学びは、今後も継続して検証していきたいと考え

ている。
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表２ 2025年度高知大学社会教育主事講習のスケジュールと内容・テーマ・担当講師



報 告

高知大学moodle2024利用状況レポート

髙畑 貴志（学び創造センター）
三好 康夫（理工学部／学術情報基盤図書館）

キーワード：高知大学 moodle，オンライン授業，

Moodle，知プラ e，LMS，e-Learning

高知大学では、すべての学生と教職員が利用できる

LMS(Learning Management System)としてオープン

ソースの Moodle を用いた「高知大学 moodle」を導入

している。この高知大学 moodle は、2010年度から開

始された『e-Knowledge コンソーシアム四国(eK4)事

業』の際に導入され、その後、eK4の後継事業となる

『四国における e-Knowledge を基盤とした大学間連

携による大学教育の共同実施(知プラ e)事業』の科目

を開講するために利用され現在に至る。また、高知大

学 moodle は、非同期型を中心としたオンライン授業

のためのプラットフォームとしても利用されている。

2019年度より高知大学 moodle は、毎年主に授業など

の利用を想定した年度ごとに更新される単年度版と、

主に学内の情報共有のための利用を想定した連年度版

の２つのシステムが提供されている。本レポートは、

2024年度(2024年４月１日～2025年３月31日)の単年度

版高知大学 moodle の利用状況を報告するものであ

る。

１．コースの利用状況
表１に2024年度の moodle 上で公開されたコースに

ついて報告する。
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表 1. 学部等別の科目の moodle 利用率・登録ユーザの利用率(下段：2023年度実績)

2024年度
moodle

準備科目数
(A)

moodle
利用科目数

(B)

moodle
利用率
(B/A)

利用科目への
登録ユーザ数

(C)

科目にアクセス
したユーザ数

(D)

登録ユーザの
利用率
(D/C)

共通教育科目 543 296 54.5% 21,052 20,052 95.2%
(586) (341) (58.1%) (21,793) (20,721) (95.1%)

人文社会科学部／人文学
部専門科目

458 155 33.8% 10,091 9,794 97.1%
(464) (161) (34.7%) (9,341) (9,072) (97.1%)

教育学部専門科目 765 274 35.8% 9,020 8,642 95.8%
(745) (270) (36.2%) (9,331) (8,755) (93.8%)

理工学部／理学部専門科
目

374 251 67.1% 12,208 11,796 96.6%
(381) (243) (63.8%) (11,705) (11,346) (96.9%)

医学部専門科目 325 172 52.9% 18,035 14,798 82.1%
(327) (167) (51.1%) (16,993) (14,415) (84.8%)

農林海洋科学部／農学部
専門科目

628 237 37.7% 9,832 9,362 95.2%
(605) (230) (38.1%) (8,932) (8,479) (94.9%)

地域協働学部専門科目 131 59 45.0% 1,889 1,856 98.3%
(119) (45) (37.8%) (1,562) (1,524) (97.6%)

土佐さきがけプログラム
専門科目 (2023年度まで)

- - --- - - ---
(2) (1) (50.0%) (5) (3) (60.0%)

全学開設科目 7 0 0 0 0 ---
(7) (0) (0) (0) (0) (0)

学部生対象科目合計※ 3,231 1,444 44.7% 82,127 76,300 92.9%
(3,236) (1,458) (45.1%) (79,683) (74,335) (93.3%)



(Ａ)moodle 準備科目数は、高知大学で開講されてい

る全授業科目（シラバスに掲載された科目）及び、

「その他」・「講習・研修用」の科目（シラバス掲載

外の科目）を加えた数である。本学では moodle

を利用したいと思う教員がいつでも利用を開始で

きるよう、履修登録期間に合わせ、学期ごとの授

業科目データ・授業担当教員データ・履修学生デー

タを moodle 上に登録している。この数値は

moodle 上に作成されたコース数に基づいて算出

されている。基本的には時間割コードごとにコー

スが作成されるが、さらに、科目の運用に応じて

追加でコースが作成される場合や、不要となった

コースが削除されずに残っている場合が含まれ

る。なお、各コースに登録されたユーザが当該

コースを利用するには、コースを公開する必要が

ある。

(Ｂ)moodle 利用科目数は、実際に公開されたコース

数である。

(Ｃ)利用科目への登録ユーザ数は、(Ｂ)に登録された

ユーザ数の合計である。この数は教職員・学生を

区別していない。同一のユーザが複数の科目でカ

ウントされる可能性がある延べ数である。

(Ｄ)科目にアクセスしたユーザ数は、moodle にログ

イン後、各リソースに対してなんらかの操作を

行ったことのあるユーザ数を示している。同一の

ユーザが複数の科目でカウントされる可能性があ

る延べ数である。

※学部生対象科目は、通常科目合計から大学院を対象

とするカテゴリーを除いて集計している。

※※通常科目合計は、その他、講習・研修用のカテゴ

リーを除いて集計している。
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人文社会科学専攻(修士
課程大学院科目)

50 3 6.0% 16 14 87.5%
(86) (4) (4.7%) (21) (20) (95.2%)

教育学専攻(修士課程大学
院科目) (2023年度まで)

- - --- - - ---
(2) (1) (50.0%) (2) (1) (50.0%)

理工学専攻／理学専攻
(修士課程大学院科目)

372 52 14.0% 632 605 95.7%
(377) (48) (12.7%) (541) (502) (92.8%)

医科学専攻(修士課程大
学院科目)

175 22 12.6% 283 241 85.2%
(169) (27) (16.0%) (514) (289) (56.2%)

看護学専攻(修士課程大
学院科目)

110 17 15.5% 178 143 80.3%
(107) (14) (13.1%) (164) (121) (73.8%)

農林海洋科学専攻(修士課
程大学院科目)†

807 23 2.9% 434 393 90.6%
(1,623) (25) (1.5%) (495) (459) (92.7%)

地域協働学専攻(修士課
程大学院科目)

32 2 6.2% 8 2 25.0%
(36) (2) (5.6%) (8) (8) (100.0%)

土佐さきがけプログラム
(修士課程大学院科目)

2 0 0% 0 0 ---
(20) (0) (0) (0) (0) (0)

スポーツ・芸術文化共創
専攻 (2024年度より)

44 2 4.5% 12 11 91.7%
(-) (-) (---) (-) (-) (---)

その他(修士課程大学院
科目)

24 1 4.2% 5 5 100.0%
(25) (1) (4.0%) (1) (1) (100.0%)

教職実践高度化専攻(専門
職学位課程大学院科目)

218 13 6.0% 112 92 82.1%
(212) (11) (5.2%) (82) (69) (84.1%)

応用自然科学専攻(博士
課程大学院科目)

273 4 1.5% 50 36 72.0%
(270) (2) (0.7%) (33) (27) (81.8%)

医学専攻(博士課程大学
院科目)

383 20 5.2% 204 164 80.4%
(343) (22) (6.4%) (224) (161) (71.9%)

黒潮圏総合科学専攻(博
士課程大学院科目)

111 9 8.1% 45 41 91.1%
(125) (6) (4.8%) (50) (44) (88.0%)

その他(博士課程大学院
科目)

0 0 --- 0 0 ---
(8) (0) (0%) (0) (0) (---)

大学院対象科目合計 2,601 168 6.5% 1,979 1,747 88.3%
(3,403) (163) (4.8%) (2,135) (1,702) (79.7%)

通常科目合計※※ 5,832 1,612 27.6% 84,106 78,047 92.8%
(6,639) (1,621) (24.4%) (81,818) (76,037) (92.9%)

講習・研修用 135 130 96.3% 51,675 27,225 52.7%
(148) (138) (93.2%) (44,721) (23,019) (51.5%)

その他※※※ 26 22 84.6% 432 398 92.1%
(16) (15) (93.8%) (171) (78) (45.6%)



※※※その他には、管理者用テストコースなどが含ま

れる。

† このカテゴリーでは、2023年度には2022年度まで開

講されていた農学専攻の修士課程大学院科目が引き続

き登録されていた。

結果
農林海洋科学専攻（修士課程大学院科目）の区分で、

moodle 準備科目数が800以上減少し2023年度の半数以

下となっている。このカテゴリーの2023年度の集計に

は農学専攻の修士課程大学院科目も含めた数が計上さ

れている。農学専攻の科目は2022年度までで開講を終

了していたが、2023年度には、教務情報システム

KULAS 上に削除されずに残っていた科目の情報に対

応して moodle コースが作成されていたためである。

この減少の影響を除けば、科目単位の moodle 利用率

は2023年度とほぼ同水準であった。それ以外では、地

域協働学部での moodle 利用率が、2023年度に引き続

き前年から増加している点は目を引く。また、登録

ユーザの利用率も、昨年度と大きな違いは認められな

い。

講習・研修用での利用に関しても、2023年度とほぼ

同水準となった。

２．アクセス状況
表２に2024年度のユーザ種類別のユーザ数・利用

率・ログイン回数・アクセス数について報告する。

(Ｅ)ユーザ数は、以下の３種に分けた。

本学学生ユーザ……本学「学生統計要覧」の学生

数（各年度５月１日時点）である。

本学教職員ユーザ……本学学術情報課が有する有

効ユーザ数（各年度５月１日時点）である。

連携大学ユーザ……本学が知プラ e 事業として提

供している共同実施科目（以下、知プラ e 科目）

の履修生のうち、コースに自己登録を行うことに

より高知大学 moodle に登録された連携大学の

ユーザ数である。
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表２. 2024年度ユーザ種類別の利用率・ログイン回数・アクセス数（下段：2023年度実績）

2024年度 合計 本学学生 本学教職員 連携大学ユーザ

ユーザ数(E) 9,289 5,565 3,038 686
(9,484) (5,520) (3,246) (718)

ログインしたユーザ数(F) 9,181 5,410 3,110 661
(9,128) (5,372) (3,084) (672)

利用率(F/E) 98.8% 97.2% 102.4% 96.4%
(96.2%) (97.3%) (95.0%) (93.6%)

延べログイン数(G)

第１学期 784,641 722,998 47,323 14,320
(740,459) (681,590) (43,534) (15,335)

第２学期 641,906 592,308 45,324 4,274
(608,786) (557,165) (47,203) (4,418)

合計 1,426,547 1,315,306 92,647 18,594
(1,349,245) (1,238,755) (90,737) (19,753)

延べアクセス数(H)

第１学期 17,804,054 15,419,312 2,089,661 295,081
(16,495,236) (14,374,909) (1,824,277) (296,050)

第２学期 14,239,933 12,403,821 1,756,700 79,412
(12,877,441) (11,094,455) (1,677,488) (105,498)

合計 32,043,987 27,823,133 3,846,361 374,493
(29,372,677) (25,469,364) (3,501,765) (401,548)

ログインしたユーザ数あたりのアクセス数
(H/Ｆ)

3,490.3 5,142.9 1,236.8 566.6
(3,217.9) (4,741.1) (1,135.5) (597.5)

ログインあたりの

アクセス数(H/G)

第１学期 22.7 21.3 44.2 20.6
(22.3) (21.1) (41.9) (19.3)

第２学期 22.2 20.9 38.8 18.6
(21.2) (19.9) (35.5) (23.9)

合計 22.5 21.2 41.5 20.1
(21.8) (20.6) (38.6) (20.3)



(Ｆ)ログインしたユーザ数は、本学学生・本学教職員

においては全学認証 ID を使ってログインしたこ

とのあるユーザの数であり、連携大学ユーザにお

いては Shibboleth を用いた学術認証フェデレー

ション（学認）によりログインしたことのあるユー

ザの数である。

(Ｇ)延べログイン数は、ログインする度にカウントさ

れる数である。複数回ログインした場合は、それ

ぞれを数えている。

(Ｈ)延べアクセス数は、moodle ログイン後、各リソー

スに対して何らかの操作を行った数である。ペー

ジを閲覧する、動画を開く、小テストを受験する

などがこれにあたる。

※2024年度の本学教職員の利用率は100% を超えてい

るが、母数に５月１日時点の数値を用いており、その

後に加わった方のアカウントが母数には含まれないた

めである。

結果
延べログイン数が、本学学生と本学教職員で増加し、

それに伴い、本学学生と本学教職員の延べアクセス数

も増加した。ログインユーザ数あたりのアクセス数

は、本学学生と本学教職員で増加しており、本学にお

いて、moodle を用いて行う活動が増加している様が

見て取れる。ログインあたりのアクセス数は、すべて

のユーザ区分で2023年度と同水準であった。連携大学

ユーザは、アクセス数等にわずかに減少が見られた。

３．過去７年間の利用状況の推移
これまでに発行された高知大学 moodle 利用状況レ

ポート1-7)から、2018～2024年度の利用状況の推移を

表３，４および図１～５にまとめた。

コロナ禍のため利用が急増した2020年度からの変化

を見ると、表３からは科目に関しては利用数と利用率

および登録ユーザの利用率のいずれもが2022年度まで

は減少傾向にあったが、2023年度からは利用科目数と

利用率が上昇に転じたことが見て取れる。また、利用

科目への登録ユーザ数、科目にアクセスしたユーザ数、

登録ユーザの利用率も、2022年度と比較するといずれ

の数値もやや増加していることが読み取れる。

表４からは、2021年度をピークに減少が続いていた

延べアクセス数の減少傾向が2024年度には上昇に転じ

たことが読み取れる。
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表３. 通常科目のmoodle 利用状況の推移

年度 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

moodle 準備科目数 6,502 6,962 7,112 7,438 6,928 6,639 5,832

moodle 利用科目数 180 291 1,751 1,721 1,414 1,621 1,612

moodle 利用率 2.8% 4.2% 24.6% 23.1% 20.4% 24.4% 27.6%

利用科目への登録ユーザ数 9,258 15,163 116,453 79,792 75,094 81,818 84,106

科目にアクセスしたユーザ数 7,307 12,726 77,355 76,951 67,962 76,037 78,047

登録ユーザの利用率 78.9% 83.9% 66.4% 96.4% 90.5% 92.9% 92.8%
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図１．利用科目数と利用率の推移

図２．科目への登録ユーザ数と登録ユーザーの利用率の推移

表４．ユーザ数・利用率等の推移

年度 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

ユーザ数 9,281 8,875 8,982 9,008 9,256 9,484 9,289

ログインしたことの
あるユーザ数 4,617 6,583 8,588 8,746 8,859 9,128 9,181

利用率 49.7% 74.2% 95.6% 97.1% 95.7% 96.2% 98.8%

延べログイン数 101,976 186,838 1,763,978 1,485,308 1,528,394 1,349,245 1,426,547

延べアクセス数 1,725,780 3,103,877 34,503,891 35,476,724 32,855,243 29,372,677 32,043,987

ログインあたりのア
クセス数 16.9 16.6 19.6 23.9 21.5 21.8 22.5
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図３．ユーザ数と利用率の推移

図４．延べログイン数と延べアクセス数の推移

図５．ログインあたりのアクセス数の推移



考察
高知大学 moodle の利用状況において2023年度に

は、新型コロナウイルスの５類感染症への変更や、シ

ステム更新に伴う教務情報システム KULAS からの

レポート提出機能の廃止に伴い、2022年度と比べた変

化が何点か確認できたが、2024年度の高知大学 moo-

dle の科目単位での利用状況においては、農林海洋科

学専攻の修士課程大学院科目カテゴリーで moodle 準

備科目数が大きく減少したことに関する影響以外で

は、2023年度からの目を引く変化はほとんど確認でき

なかった。本学学生や本学教職員のほとんどが高知大

学 moodle を年度によらず定常的に利用している状態

になったと言えよう。本学のユーザは、2024年度は

2023年度に比べて10% 程度アクセス回数を増加させ、

高知大学 moodle 上でより多くの活動を行うように

なった。

今後も、高知大学 moodle が学生・教職員の活動を

支えるプラットフォームであり続けるよう、学内外の

諸部門と連携して、大学連携 e-Learning 教育支援セ

ンター四国高知大学分室も力を尽くしていきたい。
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高知大学教育研究論集に関する内規

高知大学学び創造センター
令和４年10月６日制定
最終改正令和７年５月８日

（趣旨）
第１条 この内規は、高知大学学び創造センター（以下「センター」という。）が発行する高知大学

教育研究論集（以下「論集」という。）」（英文名：Kochi University Reports of Educational
Research and Activity）について定める。

（目的）
第２条 論集は、高知大学における教育に関する研究および実践等の成果を公表し、高知大学の教

育研究活動の推進に資する。

（論集の発行時期）
第３条 論集は、年刊とし、原則として12月に発行する。

（高知大学教育研究論集編集委員会）
第４条 論集の編集は、高知大学教育研究論集編集委員会（以下「委員会」という。）が行う。
２ 委員会は、センター基幹教員により構成する。
３ 委員会には互選によって委員長を置く。
４ 委員長は、論集の受理にあたって、編集委員以外の学内者に意見を求めることができる。

（審議事項）
第５条 委員会は、次の事項を審議し決定する。
（１）論集の編集方針
（２）論文、資料等の投稿受理、編集・校閲に関すること。
（３）委員長の選出
（４）内規および申合せ等事項の制定・改廃に関すること。
（５）その他、論集の発行に関すること。

（事務）
第６条 委員会の事務は、学務部学務課総務係において行う。

（その他）
第７条 編集・発行に関する申合せは、別に定める。

附 則
１ この内規は、令和４年10月６日から施行し、令和４年10月１日から適用する。
２ 第４条に規定する高知大学教育研究論集編集委員会は、高知大学教育研究論集に関する内規（大

学教育創造センター平成27年10月28日制定）第４条の「高知大学教育研究論集」編集委員会の業
務を承継する。

附 則（令和７年５月８日）
この内規は、令和７年５月８日から施行する。
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高知大学教育研究論集の編集・発行に関する申合せ

この申合せは、高知大学教育研究論集に関する内規第７条に基づき、高知大学教育研究論集
（以下「論集」という。）の編集・発行に関し必要な事項を定める。

１．原稿の種別
論集には、高等教育に関わる学術論文、実践報告、講演筆記等を掲載する。

２．投稿資格
（１）論集に投稿できる者は以下のとおりとする。

１）高知大学（以下「本学」という。）の専任の教職員
２）本学の非常勤教員（非常勤職員の就業規則の適用を受ける者）
３）「四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（SPOD）」加盟校の教職員
４）上記以外で高知大学教育研究論集編集委員会（以下「委員会」という。）が認めた者

（２）共著論文の場合、上記の者が筆頭著者であることを要件とする。

３．投稿規定
（１）学術論文の投稿は、１人１編とする。
（２）原稿は完全原稿とし、投稿に際しては、「掲載願」を添えて、あらかじめ定められた期日まで

に委員会に提出しなければならない。
（３）原稿の枚数は原則として次のとおりとする。

〔邦文〕20,000字以内（注を含む）、版面で12ページ（図版を含む）を超えないものとする。
〔欧文〕邦文の基準に準じて、10ページ（注、図版を含む）を超えないものとする。

（４）原稿には、表題、著者名、所属を表記した表紙を付ける。
（５）原稿の作成要領は、「高知大学学術研究報告投稿の手引」に準ずる。
（６）投稿が受理された場合、投稿者は当該論文等が高知大学学術情報リポジトリにおいて公開さ

れることを了承するものとする。

４．著作権等
（１）掲載論文等の著作権は原則として本学に帰属するものとする。共著での投稿に際しては、当

該論文の著作権が本学に帰属することを、共著者全員が同意しているものとみなす。したがっ
て、投稿者は、共著者全員に本手続きを示し、この点に関する承諾を得た上で投稿しなければ
ならない。

（２）本文の一部や図・表・写真等を他の著作物から転載する場合、著作権に係わる問題や法令上
の手続きは、投稿者があらかじめ処理しておかなければならない。

（３）掲載する写真の、プライバシーにも配慮しなければならない。
（４）論集の、電子的記録媒体（CD-ROM、DVD-ROM 等）への変換・送信可能化・複製・学内

外への配布及びインターネット等で学内外へ公開する権利（公衆送信権、自動公衆送信権等）
は、本学が専有するものとする。
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５．投稿の受理
（１）投稿の受理については、委員会がこれを行う。
（２）委員会において、論集の趣旨や投稿規定に合わないと判断した場合は、投稿を受理しないこ

とがある。
（３）投稿の受理の判断に際し、委員会は、当該委員以外の学内有識者に意見を求める場合がある。

６．校閲
委員会は、論集に掲載される論文等の水準を維持するために、投稿された原稿のうち「学術論

文」と「実践報告」、「講演筆記等」を含むすべての原稿の校閲を行う。

７．編集編集
（１）論集の発行は、１年度１巻とする。
（２）論集の規格はＡ４版とし、オンラインジャーナルとして発行する。
（３）論集の表表紙には日本語、裏表紙には英語で次の事項を表記する。

１）名称
２）巻数
３）発行年
４）発行者
５）目次

（４）本文は、横組１段または２段とし、通しページをページ下中央に入れる。
（５）論集の掲載順序は、委員会で協議・決定する。
（６）論集奥付の発行年月日は、「（当年度の）12月31日」とする。

８．契約・発注
（１）契約・発注は、財務部経理課において行う。
（２）著者が別刷を必要とする場合は、原稿提出時に申し出ることとする。なお、別刷作製に要す

る経費は原則として著者の負担とする。
（３）図表等において、特別な費用が必要となる場合は著者負担とする。

９．配付
著者には、PDF データを配付するとともに、投稿論文に係る URL を通知する。閲覧は、本学

学術情報リポジトリにおいて公開するものとする。

附 則
１ この申合せは、令和４年10月６日から施行し、令和４年10月１日から適用する。
２ この申合せの適用日前から高知大学教育研究論集に関する内規（大学教育創造センター平成27

年10月28日制定）第４条の「高知大学教育研究論集」編集委員会（以下「旧委員会」という。）に
おいて原稿の募集を行っている教育研究論集の編集・発行については、なお、従前の例による。
この場合において、「編集委員会」は、旧委員会の業務を承継する高知大学教育研究論集に関する
内規（学び創造センター令和４年10月６日制定）第４条の「高知大学教育研究論集編集委員会」
とし、発行者は「学び創造センター」とする。

附 則
この申合せは、令和７年６月５日から施行し、令和７年４月１日から適用する。
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『高知大学教育研究論集』執筆要項

１．
（１）原稿は未発表のものに限る（ただし、口頭発表はこの限りではない）。
（２）原稿は、刷り上がり12ページ（図表を含む）を原則とする。
（３）原稿は電子メールによる提出を原則とする。ただし、原稿を記録した電子媒体による提出も

可能とする。
（４）

Ａ．和文で執筆する場合（ワープロ仕上げ・横書きを原則とする）
１．原稿は、24字×40行２段組みを１ページとする
２．原稿のフォントは、和文にはＭＳ明朝体を、数字・欧文には Century 体を使用する
３．第１ページ目には、題目と執筆者名、キーワードを順に記入する。副題と執筆者名の間

は１行空ける。なお、連名執筆者として、該当する者以外が含まれる場合は、その現在の
所属機関名を第１ページ脚注に明記する

４．題名のフォントサイズは15ポイント、副題のフォントサイズは12ポイント、執筆者名の
フォントサイズは10.5ポイントとし、キーワードは、５ワード以内とする

Ｂ．欧文で執筆する場合（ワープロ仕上げを原則とする）
１．原稿は、50ストローク（目安）×40行２段組みを１ページとする
２．原稿のフォントは、Century 体を使用する
３．第１ページ目には、題目と副題、執筆者名を順に記入する。副題と執筆者名の間は１行

空ける。なお、連名執筆者として、該当する者以外が含まれる場合は、その現在の所属機
関名を第１ページ脚注に明記する

４．題名のフォントサイズは15ポイント、副題のフォントサイズは12ポイント、執筆者名の
フォントサイズは10.5ポイントとする

２．注及び引用文献は、論文末に一括して掲げる。その形式は、各研究分野の学会誌の規定に従っ
て構わないが、論文の場合は、著作・論文名・雑誌名・巻・年・ページ、単行本の場合は、著者・
書名・発行所・年は必ず記すこと。

３．提出原稿は、完全原稿とする。著者による校正は、２校までとする。なお、初稿原稿提出時に、
体裁を整えるために、編集委員会が校正を行うことがある。

�
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『高知大学教育研究論集』第31巻原稿募集のご案内

高知大学教育研究論集編集委員会

例年、発行しております『高知大学教育研究論集』は、本号で30巻を数え、大学教育に
かかわる研究及び実践等の発表の場として、教育研究の推進に貢献してまいりました。

本年度も、「高知大学教育研究論集に関する内規」に基づき、第31巻の原稿を募集いたし
ます。「高知大学教育研究論集発行の編集・発行に関する申合せ」に従い、次の要領で投稿
していただきますよう、お願い申し上げます。

記
１．提出時に必要なもの
Ⅰ 掲載願（別紙のとおり）

Ⅱ 論文原稿（表題、著者名、所属を表記した表紙を付けてください）

Ⅲ 原稿に掲載する図・表・写真等の元データ
（いずれも電子データによりご提出ください）

２．提出期限
2026年９月下旬（予定）

３．問合せ・提出先
学務部学務課総務係
TEL 内線 8144
E-mail gm04@kochi-u.ac.jp
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編集後記

第30巻には、学術論文２件、教育実践４件、報告１件を掲載しました。
英語学習における AI を用いたきめ細やかな評価とフィードバックに関する、今井・福間・高橋・池

島稿は、AI を活用した教育の深化の展望を予見させるものと言えるでしょう。
一方で、自身の研究成果を取り入れた今城稿の教育実践や、自身の教員経験をベースにした働きか

けが印象的な辻稿の教育実践からは、教員の経験や想いも教育に大切なファクターであると再認識さ
せられます。

学生を一定レベルまで引き上げるための AI と、学生に未来の展望を見せやる気にさせる教員、と
いった役割分担が進んでいくのか？ AI のもたらす様々な影響の広さ大きさを考えると、先を見通す
のは難しいですが、考えさせられる今日この頃です。

（学び創造センター 高畑貴志）
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